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第 11 回 住宅・建築物の省ＣＯ2 シンポジウム プログラム 

 

10:00  開 会           （敬称略） 

 

10:00   挨拶 

独立行政法人建築研究所 理事長  坂本 雄三 

 

10:05   「住宅・建築物に関する省エネ・省 CO2 施策の動向」 

国土交通省 住宅局住宅生産課 企画専門官 谷山 拓也 

 

10:20   「平成 24 年度第 2 回省ＣＯ2 先導事業の概評と今後の動向」 

(1) エネルギーシステム分野における立場から 

省ＣＯ2 先導事業評価委員・東京工業大学特命教授  柏木 孝夫 

(2) 省エネ建築・設備分野における立場から 

             省ＣＯ2 先導事業評価委員・独立行政法人建築研究所 理事長  坂本 雄三 

(3) 生産・住宅計画分野における立場から 

省ＣＯ2 先導事業評価専門委員・芝浦工業大学教授  秋元 孝之 

 

 

11:05   「平成 24 年度第 2 回省ＣＯ2 先導事業採択事例紹介（前半）」 

1 メディカル・エコタウン構想 省 CO2 先導事業  

 茨城県厚生農業協同組合連合会 

2 立命館中学校・高等学校新展開事業に伴う長岡京新キャンパス整備工事  

 学校法人立命館 

3 ミツカングループ 本社地区再整備プロジェクト    

 株式会社ミツカングループ本社 

4 ワークプレースの転換が生む環境志向オフィス  

 日本生活協同組合連合会 

5 太陽をフル活用した次世代低層賃貸住宅の普及  

 大和ハウス工業株式会社 

6 高経年既存低層共同住宅の総合省 CO2 改修プロジェクト  

 株式会社長谷工リフォーム 

7  ESCO 方式を活用した既築集合住宅（中央熱源型）省エネ・省 CO2 改修事業  

 株式会社エネルギーアドバンス 

 

12:20～ 13:30  （昼休み） 

  

 

 

 

 

 



 

13:30   「平成 24 年度第 2 回省ＣＯ2 先導事業採択事例紹介（後半）」 

8 “桜源郷”羽黒駅前プロジェクト  

 株式会社にのみや工務店 

9  ～省 CO2・パッシブコンサルティング～省エネの“コツ”（CO2）プロジェクト  

 ミサワホーム株式会社 

10 スマートプロジェクト２４０ 三田ゆりのき台  

 積水ハウス株式会社 

 

14:00   「省ＣＯ２先導事業（旧称：省ＣＯ２推進モデル事業） 完了事例紹介（前半）」 

1 京橋二丁目 １６地区計画  

 清水建設株式会社 

2 加賀屋省ＣＯ２化ホスピタリティマネジメント創生事業  

 株式会社加賀屋 

3 （仮称）明治安田生命新東陽町ビル省 CO2 推進事業  

 明治安田生命保険相互会社 

 

（途中 10 分休憩） 

 

14:45   「省ＣＯ２先導事業（旧称：省ＣＯ２推進モデル事業） 完了事例紹介（後半）」 

4 （仮称）東五反田地区（Ｂ地区）省ＣＯ２推進事業 

 東洋製罐株式会社 

5 東京電機大学 東京千住キャンパス建設を端緒とする省ＣＯ２エコキャンパス推進計画 

 学校法人東京電機大学 

6 （仮称）京都水族館計画 

 オリックス不動産株式会社 

7 分譲マンションにおける「省ＣＯ２化プロトタイプ集合住宅」の提案 

 三井不動産レジデンシャル株式会社 

8 クールスポット（エコボイド）を活用した低炭素生活「デキル化」賃貸集合住宅プロジェクト 

 中央不動産株式会社 

9 分譲マンション事業における「省ＣＯ２サスティナブルモデル」の提案 

 株式会社大京 大阪支店 

 

16:00 閉 会 

 
 



 

                      
平成２４年 １２月 １３日 

 
 
 
 
 
住宅・建築物省 CO2先導事業は、家庭部門・業績部門の CO2排出量が増加傾向にある中、

省 CO2の実現性に優れたリーディングプロジェクトとなる住宅・建築プロジェクトを公募に

よって募り、支援することで、省 CO2対策を強力に推進し、住宅・建築物の市場価値を高め

るとともに居住・生産環境の向上を図ることを目的としており、平成 20 年度から国土交通

省が実施しています。 

 同事業の平成24年度第2回募集に関し、(独)建築研究所による応募提案の評価が終了し、

別記１の10件の提案を住宅・建築物省CO2先導事業として適切であると評価いたしました。 

この結果を国土交通省に報告するとともに、本研究所ホームページにおいて公表いたし

ましたので、お知らせします。 

 
(独) 建築研究所 住宅・建築物省ＣＯ２先導事業ホームページ； 
http://www.kenken.go.jp/shouco2/index.html 

 

 

 

１．住宅・建築物省 CO2先導事業の概要 

・ 省 CO2の実現性に優れたリーディングプロジェクトとなる住宅・建築プロジェクトを

公募し、採択された事業に対して補助を行うもので、国土交通省が平成 20 年度から

推進。 

・ (独)建築研究所は、学識経験者からなる評価委員会（別記２）を設置し、応募提案

の評価を実施。 

 

２．平成 24 年度第 2回の公募概要 

（１）事業種別及び建物種別 

・ 「住宅・建築物の新築」「既存の住宅・建築物の改修」「省 CO2のマネジメントシステ

ムの整備」「省 CO2に関する技術の検証（社会実験・展示等）」の計 4つの事業種別と、

「建築物（非住宅）・一般部門」「建築物（非住宅）・中小規模建築物部門」「共同住

宅」「戸建住宅」の 4つの建物種別の中から、応募者はそれぞれ該当する事業種別及

び建物種別を選択して提案。 

 

（２）募集期間 

・ 平成 24 年 8 月 22 日（水）から平成 24 年 9 月 28 日（金）まで （当日消印有効） 

平成２４年度 第２回住宅・建築物省ＣＯ２先導事業の評価結果を公表しました 



 

 

（３）応募件数 

・ 全 32 件 

[事業種別] 

 住宅・建築物の新築 27 件 

 既存の住宅・建築物の改修 4 件 

 省 CO2 のマネジメントシステムの整備 1 件 

 省 CO2 に関する技術の検証（社会実験・展示等） 0 件 

 

[建物種別] 

 建築物（非住宅）・一般部門 7 件 

 建築物（非住宅）・中小規模建築物部門 3 件 

 共同住宅 3 件 

 戸建住宅 19 件 

 

３．建築研究所による評価の概要 

（１）評価方法 

・ 応募のあった 32 件について、学識経験者からなる評価委員会（別記２）において評

価を実施。 

・ 評価委員会には「省エネ建築・設備」「エネルギーシステム」「住環境・まちづくり」

「生産・住宅計画」の 4つの専門委員会を設置。 

・ 提出された応募書類に基づき書面審査を行った後、各専門委員会によるヒアリング

審査等を経て作成された評価案をもとに、評価委員会において評価を決定。 

・ なお、必要に応じて提案者に対する追加資料請求等を併せて実施。 

 

（２）評価結果 

・ 別記１の 10 件の提案を住宅・建築物省 CO2先導事業として適切であると評価。 

・ なお、評価結果の総評・概評は別添資料の通り。 

 

 

 

 

内容の問い合せ先 

独立行政法人 建築研究所 
所属  住宅・建築物省 CO2 先導事業評価室 
氏名  澤地孝男、加藤未佳 
電話  03-3222-7881 
Ｅ-Mail  shouco2@kenken.go.jp 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記１ 

建物種別 区分 プロジェクト名 代表提案者

メディカル・エコタウン構想　省CO2先導事業 茨城県厚生農業協同組合連合会

立命館中学校・高等学校新展開事業に伴う長岡京新キャ
ンパス整備工事

学校法人立命館

ミツカングループ　本社地区再整備プロジェクト 株式会社ミツカングループ本社

建築物
(非住宅)

/中小規模
建築物部門

新築 ワークプレースの転換が生む環境志向オフィス 日本生活協同組合連合会

新築 太陽をフル活用した次世代低層賃貸住宅の普及 大和ハウス工業株式会社

高経年既存低層共同住宅の総合省CO2改修プロジェクト 株式会社長谷工リフォーム

ESCO方式を活用した既築集合住宅（中央熱源型）省エ
ネ・省CO2改修事業

株式会社エネルギーアドバンス

新築 “桜源郷”羽黒駅前プロジェクト 株式会社にのみや工務店

～省CO2・パッシブコンサルティング～　省エネの“コツ”
（CO2）プロジェクト

ミサワホーム株式会社

スマートプロジェクト２４０　三田ゆりのき台 積水ハウス株式会社

マネジ
メント

戸建住宅

改修

建築物
(非住宅)

/一般部門

共同住宅

新築



 

 
 

住宅・建築物省ＣＯ２先導事業評価委員名簿             

 

委員長 村上 周三 一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構 理事長 

委  員 浅見 泰司 東京大学 教授 

〃 伊香賀 俊治 慶應義塾大学 教授 

〃 柏木 孝夫 東京工業大学 特命教授 

〃 坂本 雄三 (独)建築研究所 理事長 

〃 清家 剛 東京大学大学院 准教授 

専 門 委 員 秋元 孝之 芝浦工業大学 教授 

〃 伊藤 雅人 三井住友信託銀行 不動産ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 環境不動産推進ﾁｰﾑ長

〃 大澤 元毅 国立保健医療科学院 統括研究官 

〃 桑沢 保夫 (独)建築研究所 上席研究員 

〃 佐土原 聡 横浜国立大学大学院 教授 

〃 澤地 孝男 (独)建築研究所 環境研究グループ長兼防火研究グループ長 

〃 坊垣 和明 東京都市大学 教授 

（敬称略、五十音順） 

 
 
 
 

 

別記２ 



 

 

 
 

（１）総評 

① 応募総数は、前回（平成 24 年度の第 1 回募集）に比べて減少した。特に前回多くの

応募があった中小規模建築物部門と戸建住宅の減少が目立った。 
② 建築物（非住宅）の応募は、3 大都市圏に立地するプロジェクトが大半を占める。東

京都が 4 件、千葉県、茨城県、山梨県が各 1 件、名古屋市を含む愛知県が 2 件、京都

府が 1 件で、北海道、東北、北陸、中国、四国、九州地方のプロジェクトはなかった。

住宅の応募は、戸建住宅を中心に、全国を対象としたプロジェクトのほか、地方都市

における新規住宅地建設プロジェクトも多く見られた。 
③ 建築物（非住宅）では、10 万㎡を越える巨大プロジェクトを始め、一般部門の過半

数は大規模な新築プロジェクトであった。建物用途は、事務所（事務所中心の複合用

途を含む）が多く、病院、学校、ホテルも見られた。前回同様、立地環境や自然エネ

ルギーの活用など地域に相応しい省 CO2 技術の導入に取り組む提案や、省 CO2 と防

災機能向上、電力のピークカット等に取り組む提案が多く見られた。また、建物の配

置や平面計画など、建築計画全体を省 CO2の視点から掘り下げた上で、多様な省 CO2

技術に取り組む提案も見られた。なお、前回不採択となった提案で内容を練り直した

複数の再応募があった。 
④ 住宅で、省 CO2への取り組みが進んでいない低層賃貸住宅や共同住宅の改修プロジェ

クトに関して、意欲的な提案があったことは歓迎される。一方、戸建住宅では大小様々

な規模の一団の住宅地開発での新築、マネジメントプロジェクトのほか、地場産材や

パッシブ技術等を活用して一定の省エネ性能向上を図る新築提案、今後期待される部

分改修の提案が見られたが、波及、普及に向けた特段の工夫が見られない提案も多か

った。 
⑤ 建築物（非住宅）の一般部門では、恵まれた周辺環境や地域資源を活かし、躯体や設

備の省エネ化、自然エネルギー利用などをバランス良く計画している中・高等学校及

び事務所について、類似プロジェクトへの普及性や地方プロジェクトへの波及性の視

点から評価した。災害時の機能維持を重視した地域拠点病院では、多重防災対策と高

効率エネルギー供給との両立をエネルギーサービス事業の手法で具体化する取り組

みについて、類似のプロジェクトへの普及に期待して評価した。 
一方、都心の大規模ビルで、多様な省 CO2技術を導入するなど一定のレベルに達し

ている提案が複数見られたが、過去に採択した案件と比較して新たな取り組みが見ら

れず、先導性の観点から評価するには至らなかった。 
中小規模建築物部門では、建物の全体計画から新たな空調システムまで幅広く省

CO2技術を導入した都心の事務所ビルについて、数多くの類似建物への波及・普及に

つながる取り組みとして評価した。 
⑥ 共同住宅では、今後さらなる取り組み強化が求められる低層賃貸住宅、共同住宅の省

エネ改修に対し、ビジネスモデルとしての展開も視野に入れたプロジェクトを、今後

の波及・普及につながる取り組みとして評価した。 
⑦ 戸建住宅では、地域工務店による地元行政や地場産業と連携した新規住宅地開発の提

案を地方中小プロジェクトへの波及、普及に期待して評価した。また、検討段階から

実践支援までを含むパッシブコンサルティングの提案、大規模住宅地で複数の住宅メ

平成２４年度（第２回）住宅・建築物省ＣＯ２先導事業の評価結果 

別添 



 

ーカーが共通仕様の HEMS を面的に導入するマネジメント事業の提案について、今

後の波及、普及が期待されるマネジメントへの取り組みとして評価した。 
⑧ 本事業はこれまで住宅・建築物の省 CO2に係る先導的な取り組みを牽引する多様なプ

ロジェクトを支援してきた。事業創設から 5 年が経過し、次回以降は、住宅・建築物

全般の省 CO2推進に向けて、より特定の課題に対して解決策を提示する先導的な取り

組みに期待したい。例えば、以下のような視点が考えられる。 
• 街区や複数建築物におけるエネルギー利用の最適化の取り組み 
• 非常時のエネルギー自立にも対応した取り組み（BCP、LCP 等） 
• 被災地において省 CO2の推進と震災復興に寄与する取り組み 
• パッシブ設計・技術を積極的に取り入れた取り組み 
• 省エネ改修技術の発展・省エネ改修の普及促進に資する取り組み 
• 中小建築物や地方都市において他のプロジェクトにも波及・普及が期待される取

り組み 
 

 



 

（２）先導事業として適切と評価したプロジェクトの一覧と概評 
 

 
 

次ページに続く

プロジェクト名

代表提案者

メディカル・エコタウン構想
省CO2先導事業

茨城県厚生農業協同組合
連合会

立命館中学校・高等学校
新展開事業に伴う長岡京
新キャンパス整備工事

学校法人　立命館

ミツカングループ 本社地
区再整備プロジェクト

株式会社ミツカングループ
本社

ワークプレース の転 換が
生む環境志向オフィス

日本生活協同組合連合会

概評

外部環境との緩衝空間の形成、リバーススラブを生
かした放射空調、タスクアンビエント照明などの環
境志向技術を融合することにより、その効果を最大
限に高め、「働きやすさ（安全性、快適性、BCP）」と
「環境への優しさ（省CO2化、持続性）」を高次元に
両立する「次世代環境志向オフィスの創生」を目指
す。

「地域性を活かした計画」「自然エネルギー利用」
「ピークカットに寄与する電力デマンド低減」「災害時
の地域貢献と省エネの両立」「学校活動と連携動し
た環境への取組み」の5つの柱を軸に、省CO2に向
け建築・設備技術が融合した、新しいエコスクール
の実現を目指す。

周辺生態系や地域資源など環境ポテンシャルに恵
まれた立地特性を活かし、建物配置計画、躯体の
省エネルギー化、自然エネルギー利用など多様な
省CO2技術をバランス良く導入しており、類似建物
への波及・普及につながる点を評価した。学校活動
と連携した環境への取り組みや、学術交流を通じて
エコキャンパスを世界に発信する姿勢も評価でき
る。

都心の中規模ビルにおいて、建物の平面計画、断
面計画を工夫するとともに、躯体から設備に至る幅
広い省CO2技術に取り組んでおり、数多くの中小事
務所ビルへの波及・普及につながる点を評価した。
1万㎡未満の規模で、太陽熱並びにコージェネ排熱
と吸着式冷凍機を組み合わせた熱源システム導入
にチャレンジしている点も評価できる。

本社地区の施設再整備計画において４施設を同時
進 行 で 改 修、 改 築、 新築 する。環 境を軸と した
「風」、「光」、「水」、「土」、「人」のテーマ毎にそれ
ぞれの建物が特徴ある省CO2技術を導入し、建物
間でのエネルギーのやり取り、情報の集約・発信な
どの役割を分担すること等、そのメリットを最大限に
活かす。

自然環境に恵まれた地域環境を活かしながら、既
往設備ストックの活用・改良と解体木材の活用等に
より、既存・新規双方の建物の省CO2化を図る取り
組みには先進性があり、類似プロジェクトへの波及・
普及につながる点を評価した。多くの訪問客が集ま
る情報発信拠点の機能を活かして、省CO2の多様
な取り組みを啓蒙・啓発する点も評価できる。

地域の基幹病院における災害時の機能維持に向
け、エネルギー源とエネルギー設備を多重化すると
ともに、高効率エネルギー供給との両立を図る取り
組みとしている点に先導性が認められる。また、こ
れらをエネルギーサービス事業によって具体化する
しくみについては、類似プロジェクトへの波及性・普
及性が期待できる取り組みとして評価した。

提案の概要

医療機能の充実と豊かな自然との共生を意図し、
甚大な災害の来襲時でも医療拠点としての機能維
持を備えるMCP（Medical Continuity Plan:医療継
続計画）を実現するとともに、設計・施工から運用・
波及段階を通して、多様な省CO2手法を導入するこ
とで、「MCP」と「省CO2」の両立を実現する震災後
の病院でのリーディングモデルを目指す。

区分建物種別

建築物
(非住宅)

/中小規模
建築物部門

新築

新築

建築物
(非住宅)

/一般部門



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次ページに続く

プロジェクト名

代表提案者

太陽をフル活用した 次世
代低層賃貸住宅の普及

大和ハウス工業株式会社

高経年既存低層共同住宅
の 総 合 省 CO2 改 修 プロ
ジェクト

株式会社長谷工リフォー
ム

ESCO方式を活用した既築
集合住宅（中央熱源型）省
エネ・省CO2改修事業

株式会社エネルギーアド
バンス

共同住宅

新築

改修

省CO2への取り組みがまだまだ遅れている低層賃
貸住宅で積極的な省CO2実現を目指す点を評価
し、低層賃貸住宅分野での取り組みの波及、普及
に期待した。また、本プロジェクトの実施によるデー
タに基づいて、入居者やオーナーのメリット、事業採
算性等についての検証に期待する。

中央熱源を有する集合住宅の特性を捉え、熱源改
修、コージェネレーションと太陽光発電の導入による
デマンド抑制と災害時の電源供給、HEMSによるエ
ネルギー使用の見える化とエネルギーマネジメント
等を組み合わせた省CO2改修を行う。ESCOスキー
ムを活用することで、既築集合住宅における新たな
エネルギーサービス事業を構築する。

住民の費用負担が課題となる既存共同住宅の省エ
ネ改修に対して、ESCOスキームを活用したビジネ
スモデルの展開を目指す点を先導的と評価した。本
プロジェクトの実施による検証結果を踏まえ、類似
施設への波及、普及に期待する。

提案の概要 概評

居住者が住みながら、外断熱改修（外皮性能の向
上）、スマート化改修（スマートメーター導入、高圧一
括受電導入等）と設備の高効率化改修を同時に行
うことにより、建物の延命化と価値創出を図る。ま
た、今回のプロジェクトを「総合省CO2改修」のプロト
タイプと捉え、ビジネスモデルを強化し同タイプの共
同住宅への展開を目指す。

なかなか実施が進まない既存共同住宅の省エネ改
修に対し、断熱、設備、スマート化を組み合わせた
ビジネスモデルとしての展開を目指す点を先導的と
評価した。本プロジェクトの実施による効果等を検証
し、さらなる波及、普及につながることに期待する。

低層賃貸住宅において、太陽光発電、太陽熱等の
活用により大幅な省CO2を実現するとともに、HEMS
の導入によるエネルギーの見える化によって入居
者の省CO2行動の誘発を図る。入居者メリッ トと
オーナーメリットの創出による次世代賃貸住宅の普
及を目指す。

建物種別 区分



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 

プロジェクト名

代表提案者

“ 桜源 郷 ” 羽黒 駅前 プロ
ジェクト

株式会社にのみや工務店

～省CO2・パッシブコンサ
ル テ ィング～ 省エ ネの
“コツ”（CO2）プロジェクト

ミサワホーム株式会社

スマートプロジェクト２４０
三田ゆりのき台

積水ハウス株式会社

マネジ
メント

戸建住宅

建築地の検討段階から入居後のサポートまで、太
陽光や風などを有効活用するパッシブデザインの反
映と、実践サポートを加えた「パッシブコンサルティ
ング」により、長期にわたり省CO2を維持できる住宅
の展開を目指す。

パッシブ技術の活用について、デザインとしての実
現から入居後のサポートまでを行う取り組みについ
て、エネルギーマネジメントとしての波及、普及に期
待して、評価した。本プロジェクトの実施による効果
検証に期待する。

新築

概評

新規住宅地開発に関わる複数の住宅メーカーが共
通仕様のHEMS機器を導入し、住宅メーカー間のシ
ステム違いなどによる影響を受けることなく、街全体
の省CO2マネジメント事業を実施する。住宅メーカー
を横断して家全体および家電機器の電力使用量
データを収集し、見える化ときめ細かい省CO2アド
バイスを実践することで、本格的なアドバイスシステ
ムを構築する。

大規模分譲地開発での一体的なマネジメントで課
題となりうるシステムの共通化に複数の関係者が
取り組み、大規模にマネジメント事業を展開する点
を評価した。住宅メーカーを横断したマネジメントの
検証に期待する。

桜川市の掲げる景観街づくりに基づいた景観への
配慮、パッシブ設計に配慮した配置計画、防災に配
慮したまちづくりにおいて、高断熱、高効率設備に
加え、木屑乾燥、県産材の活用による建設時の省
CO2や太陽光・太陽熱利用などによる住宅 の省
CO2を図る。

地域工務店による新規住宅地開発において、バラ
ンスよい省CO2手法を採用するともに、地元行政、
地場産業との連携による取り組みであり、地域への
波及、普及につながることに期待し、地方プロジェク
トして評価した。

提案の概要建物種別 区分



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

住宅・建築物に関する 
省エネ・省ＣＯ2施策の動向 

国土交通省 住宅局 住宅生産課 
平成２５年 １月 ２３日 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

第11回 住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム 
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住宅・建築物に係るエネルギー消費量及びCO２排出量の推移 

●我が国において、住宅・建築物部門は全エネルギー消費量の３割以上を占め、産業、運輸部門に比べて過去２０
年の増加が著しいため、省エネ対策の強化が求められている。 

●CO２排出量についても、他部門に比べ増加傾向が顕著。 

【最終エネルギー消費の推移】 

（年度） 

（ペタジュール） 

産業部門 

住宅・建築物部門 

運輸部門 

50.3% 

26.5% 

23.2% 

43.0% 

33.8% 

23.3% 
1990-2011 

+5％ 

1990-2011 

+33％ 
   住宅   +25% 

建築物+41% 

1990-2011 

▲11％ 

3部門計 
1990-2011 

+5％ 

【CO２排出量の推移】 



住宅の世帯当たりのエネルギー消費量の国際比較とその要因 

●家庭用エネルギー消費に占める暖房の割合が非常に大きい欧米諸国と比べ、日本は、暖房の割合が非常
に小さい。 

●一方で、給湯や照明・家電のエネルギー消費の割合が大きい。 
●国、地域によって、気候条件や生活習慣等が大きく異なり、エネルギー消費構造も異なることから、それを踏
まえた省エネ対策を講じる必要。 

例えば、ドイツと比べると、 
・暖房エネルギーは4分の1。 
・給湯エネルギーや照明・家電エネルギーは1.5倍から2倍
程度消費。 
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ドイツ（2007） 

フランス（2007） 

イギリス（2007） 

アメリカ（2005） 

暖房 給湯 調理 照明・家電 照明・家電・その他 冷房 

※出典：住環境計画研究所（各国の統計データに基き作成）・2010年9月 

※注：括弧内は、各国の最新データ年である。 

      アメリカの調理は、照明・家電・その他に含まれる。 

   日本は、単身世帯を除く二人以上の世帯。日本の調理は暖房給湯以外ガス・LPG分であり、調理用電力は含まない。 

      欧州諸国の冷房データは含まれていない。 

世帯当たりエネルギー消費量（GJ/世帯・年） 

 ●那覇（最も南の地域区分） 

厚い断熱材                 日差しを遮る長い庇                    

●旭川（最も北の地域区分）  

日本とドイツの月平均気温の比較 



１．目標 

2020（平成32）年までに新築住宅・建築物の省エネルギー基準への適合を段階的に義務化 

２．現状 
①省エネルギー基準への適合状況 

新築建築物（2,000㎡以上）： 約90％ 
新築住宅            ：  約50％  住宅エコポイントの効果により、適合率約10～20％から上昇 

②省エネルギー基準への適合義務化へ向けた工程表を公表（2012年7月） 

＜「低炭素社会に向けた住まいと住まい方推進会議」（国交省、経産省、環境省：2010年6月～2012年4月）＞ 

【義務化の実現に向けた課題】 ・ 住宅・建築物における規制の必要性と根拠の明示 
・ 他部門や諸外国の規制とのバランス 
・ 中小工務店・大工への十分な配慮 
・ 伝統的な木造住宅に関する検討 等 

３．取組状況 
①基準の見直し・策定 

（イ）都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物の認定基準の策定 

②住宅・建築物の省エネルギー化のための支援措置 

・ 認定基準は、省エネ法の省エネルギー基準よりエネルギー消費量が10％以上削減されるレベル。 
・ 認定基準の策定に当たっては、3省（国交省・経産省・環境省）の合同審議会にて検討。 
・ 12月4日に施行。低炭素建築物の認定制度の運用を開始。 

・ 住宅・建築物の断熱性能、設備性能を個別に評価する方法から、断熱性能や設備性能、再生可能エネルギーを 
  含めて総合的に評価する方法への見直し。 
・ 2省（国交省・経産省）の合同審議会にて検討。 
・ 建築物については平成25年4月1日施行（経過措置1年）、住宅については平成25年10月1日施行（経過措置1年6カ月）予定 

・住宅・建築物の省エネルギー化を促進するため、補助事業、税制上の特例措置により支援。 

（ア）省エネ法に基づく省エネルギー基準の見直し 

住宅・建築物の省エネ対策の推進 



新築住宅・建築物の省エネ基準への適合義務化等に関する工程表 

2030年度 2020年度 2012年度 2017年度 2019年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2018年度 

 
                     
 
 
 
 
 ※『「低炭素社会に向けた住まいと住まい方」の推進方策について中間とりまとめ』（2012年7月10日）における「低炭素社会に向けた住まいと住まい方の推進に関する工程表」を抜粋・要約したもの 

           届出義務 
          （2,000㎡以上） 

                            届出義務 
                              （300～2,000㎡） 

 適合義務 
（2,000㎡以上） 

  適合義務 
（300～2,000㎡） 

適合義務 
（300㎡未満） 

                                              努力義務 
                                                   （300㎡未満） 

義務化の実現に向けた課題等 

・住宅・建築物における規制の
必要性と根拠の明示 

・他部門及び諸外国における住
宅・建築物の省エネルギーに関
する規制とのバランスについて
勘案 

・中小工務店・大工への十分な
配慮 

小規模 

中規模 

大規模 

※伝統的な木造住宅に関し、省エネルギー基準への適合義務化によりこれが建てられなくなる
との意見や、日本の気候風土に合った住まいづくりにおける工夫も適切に評価すべきとの意
見などがあることから、引き続き、関係する有識者等の参加を得て検討を進める。 

省エネルギー
基準の改正 

一次エネル
ギー消費量に
よる評価方法
へ見直し 

【新築住宅・建築物の省エネ基準への適合義務化】 

●2020年に向けた新築住宅・建築物の省エネ基準への適合義務化を検討するため、経済産業省、環境省、国土交通省
が共同で「低炭素社会に向けた住まいと住まい方推進会議」を設置し、7月10日に「中間とりまとめ」・「工程表」を公表。 

●以下の課題等の状況を踏まえつつ、大規模建築物、中規模建築物、小規模建築物の順に段階的に義務化。 

    【義務化の実現に向けた課題等】 
     ・住宅・建築物における規制の必要性と根拠の明示 
     ・他部門及び諸外国における住宅・建築物の省エネルギーに関する規制とのバランスについて勘案 
     ・中小工務店・大工への十分な配慮 
     ・省エネ基準への適合義務化により伝統的な木造住宅が建てられなくなるとの意見などを踏まえた検討 

●低炭素社会に向けて、新築対策の充実、既存ストック対策の強化、担い手育成等の取組を推進。 

【新築対策の充実】 ゼロ・エネルギー住宅への支援/省CO2のモデル的な住宅・建築物への支援/低炭素住宅・建築物の認定及び支援 等 

【担い手育成等】 

【既存ストック対策の強化】  既存住宅・建築物の省エネ改修への支援/建材・機器トップランナー制度による建材・機器の性能向上の誘導  等 

中小工務店・大工への省エネ施工技術習得支援（H24~28：5年間）/伝統木造住宅等の評価方法の検討  等 
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外皮       

外皮   年間冷暖房負荷/熱損失係数/仕様基準 

建
築
物 

住
宅 

建築物の省エネ基準 

外皮             ＰＡＬ 

暖冷房          ＣＥＣ/ＡＣ 

換気            ＣＥＣ/Ｖ 

給湯            ＣＥＣ/ＨＷ 

照明            ＣＥＣ/Ｌ 

昇降機          ＣＥＣ/ＥＶ 

住宅・建築物の省エネ基準 

外皮（※）   

暖冷房    

換気   

給湯  

照明   

昇降機   

一次エネルギー消費量（※） 
＜住宅などの室用途と床面積に応じた計算＞  

水準：［Ｈ11外皮＋標準設備］相当 

住宅の省エネ基準 

暖冷房          なし 

換気            なし 

給湯            なし 

照明            なし 

（共同住宅の共用部分については、換気、照明、昇降機が対象） 

住宅トップランナー基準 

暖冷房           

換気            

給湯           

照明            

一次エネルギー消費量 
＜120㎡のモデルによる計算＞  

※ 指標の統一に合わせ、従来異なっていた地域区分やコンクリート等建築材料の物性値等の省エネ性能の算定上の違いを住宅に統一する。 

 

住宅トップランナー基準 

 外皮の断熱性と個別設備ごとの性能をそれぞれ別々に評価する住宅・建築物の省エネ基準を、一次エネルギー消費量
を指標として建物全体の省エネ性能を評価する基準に一本化。 

 住宅も含む室用途や床面積に応じ、適切に省エネ性能を評価できるよう計算方法を設定。 
 住宅及び建築物について、外皮基準（H11年レベル）を満たすことを原則とする。 
 住宅トップランナー基準は、目標年度が平成25年度であることから、原則として現行の基準を維持する。 

省エネ法に基づく省エネルギー基準の見直しの概要 

外皮       

暖冷房           

換気            

給湯           

照明            

一次エネルギー消費量 
＜120㎡のモデルによる計算＞  

外皮         PAL（建築物）、外皮平均熱貫流率（住宅）：H11年基準レベル 
        （特別な評価又は認定の方法の適用可） 



暖冷房エネルギー消費量 EsAC 

換気エネルギー消費量  EsV 

照明エネルギー消費量  EsL 

給湯エネルギー消費量  EsHW 

家電等エネルギー消費量※１EsETC 

②設計仕様 （省エネ手法を加味） 

①共通条件（地域区分、床面積等） 

EAC 

EV 

EL 

EHW 

＋ 

＋ 

設
備
効
率
の
向
上 

 評価対象となる住宅において、①共通条件の下、②設計仕様（設計した省エネ手法を加味）で算定した値（設計一次エネル
ギー消費量）を、③基準仕様で算定した値（基準一次エネルギー消費量）で除した値が1以下となることを基本とする。 

＜住宅の一次エネルギー消費量基準における算定のフロー＞ 

ET ÷  EsT  ≦ １ 

③
基
準
仕
様 

•外皮の断熱化 
•日射の遮蔽・取得 
•通風利用 
•躯体蓄熱 
•熱交換換気の採用 

•調光 
•照明制御 

•節湯型器具の採用 
•浴槽の断熱化 
•太陽熱温水器の設置 

暖冷房エネルギー消費量 

換気エネルギー消費量 

照明エネルギー消費量 

給湯エネルギー消費量 

太陽光発電による再生可能エ
ネルギー導入量等※２ ES 

－ 

•太陽光発電設備等の設置 

＜負荷の削減＞ ＜効率化＞ 

＜エネルギーの創出＞ 

ET 設計一次エネルギー消費量 基準一次エネルギー消費量  EsT 

一次エネルギー消費量基準の考え方（住宅の場合） 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

家電等エネルギー消費量※１
 

＋ 

•家電等は、省エネ手法を考慮しない。 

※１  家電及び調理のエネルギー消費量。建築設備に含まれないことから、省エネルギー手法は考慮せず、床面積に応じた同一の標準値を設計一次エネルギー消費量及び基準一次エネルギー消費量の両方に使用する。 
      ※２  コージェネレーション設備により発電されたエネルギー量も含まれる。 

EETC 



省エネルギー基準等に関する今後の主な取り組み 

 省エネ基準に適合する外皮・設備の仕様例の情報提供【住宅】 

 ポイント法に代わる簡易評価方法【非住宅】 

 PAL（年間熱負荷係数）に代わる外皮の評価方法【非住宅】 

省エネ基準の改正を踏まえた住宅性能表示基準や長期

優良住宅認定基準の見直し 

省エネ基準に関する取り組み 

省エネ基準改正を踏まえた他制度の取り組み 



●低炭素まちづくり計画の策定（市町村） ●民間等の低炭素建築物の認定 

●基本方針の策定（国土交通大臣、環境大臣、経済産業大臣） 

○バス路線やＬＲＴ等の整備、共同輸配送の実施   
  バス・鉄道等の各事業法の手続特例 

○自動車に関するＣＯ２の排出抑制 

公共交通機関の利用促進等 

 

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進      
  樹林地等に係る管理協定制度の拡充 

○未利用下水熱の活用  民間の下水の取水許可特例 

○都市公園・港湾隣接地域での太陽光発電、蓄電池等の設置     
  占用許可の特例             

都市機能の集約化 

○病院・福祉施設、共同住宅等の集約整備 
  民間事業の認定制度の創設 

○民間等による集約駐車施設の整備 
  建築物の新築等時の駐車施設附置義務の特例 

○歩いて暮らせるまちづくり 
  （歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等） 

緑・エネルギーの面的管理・利用の促進 

○民間等の先導的な低炭素建築物・ 
 住宅の整備 

建築物の低炭素化 

東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等 
における民間投資の促進を通じて、都市・交通の低炭素化・エネルギー利用の合理化などの成功事例を蓄積し、その普及を図ると 
ともに、住宅市場・地域経済の活性化を図ることが重要 

背 景 

法律の概要 

【認定低炭素住宅に係る所得税等の軽減】 

居住年 
所得税最大減税額 
引き上げ(10 年間) 

Ｈ24年 
400万円 

（一般300万円） 

Ｈ25年 
300万円 

（一般200万円） 

登録免許税率 
引き下げ 

保存 
登記 

0.1％ 
（一般0.15％） 

移転 
登記 

0.1％ 
（一般0.3％） 

低炭素化に資する設備（蓄電池、蓄熱槽等）について通常の
建築物の床面積を超える部分 

【容積率の不算入】 

  

外壁断熱
100mm     

南窓の
軒ひさし 

天井断熱 
180mm 

床断熱
100mm 

東西窓
の日除け 

常時換気
システム 

窓は複層ガラス 
（可能なら断熱
サッシ） 

  
  

  
  

連続する 
防湿気密層 

暖冷房は
エアコン 

等 

〈戸建住宅イメージ〉 

太陽光発電パネル 

＋ 

高効率給湯器 

【認定のイメージ】 

都市の低炭素化の促進に関する法律概要 



 省エネ法の省エネ基準に比べ、一次エネルギー消費量が△１０％以上となること。 
 その他の低炭素化に資する措置が講じられていること。 

  

外壁断熱
100mm     

南窓の軒
ひさし 

天井断熱 
180mm 

床断熱
100mm 

東西窓の
日除け 

常時換気シ
ステム 

窓は複層ガラス 
（可能なら断熱サッシ） 

  
  

  
  

連続する 
防湿気密層 

暖冷房はエア
コン 

等 

〈戸建住宅イメージ〉 

太陽光発電パネル 

＋ 

高効率給湯器 

○省エネ法の省エネ基準に比べ、一次エネル
ギー消費量（家電等のエネルギー消費量を除
く）が△１０％以上となること。（※） 

定量的評価項目（必須項目） 

省エネ法の省エネ基準 低炭素基準 

１０％ 

選択的項目 

省エネルギー性に関する基準では考慮されない、以下に掲げる
低炭素化に資する措置等のうち、一定以上を講じていること。 

低炭素建築物の認定に関する基準のイメージ 

○ヒートアイランド対策 

○節水対策 

○木材の利用 

○ＨＥＭＳの導入 

敷地や屋上、壁面の緑化など
ヒートアイランド抑制に資す
る取組を行っている。 

節水型機器の採用や雨水の利
用など節水に資する取組を
行っている。 

木材などの低炭素化に資する
材料を利用している。 

エネルギー使用量の「見える
化」などにより居住者の低炭
素化に資する行動を促進する
取組を行っている。 

※省エネルギー法に基づく省エネルギー基準と同等以上の断熱性能を
確保することを要件とする。 

＋ 



その他の低炭素化に資する措置に関する事項の概要 
 

①節水に資する機器を設置している。 
以下のいずれかの措置を講じていること。 
 
・設置する便器の半数以上に節水に資する便器を採用している。 
・設置する水栓の半数以上に節水に資する水栓を採用している。 
・食器洗浄機を設置している。 

②雨水、井水又は雑排水の利用のための設備を設置して
いる。 

③HEMS（ホームエネルギーマネジメントシステム）又は
BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）を設置
している。 

④太陽光等の再生可能エネルギーを利用した発電設備
及びそれと連携した定置型の蓄電池を設置している。 

⑤一定のヒートアイランド対策を講じている。 
以下のいずれかの措置を講じていること。 
 
・緑地又は水面の面積が敷地面積の10％以上 
・日射反射率の高い舗装の面積が敷地面積の10％以上 

・緑化を行う又は日射反射率等の高い屋根材を使用する面積が屋根面積
の20％以上 
・壁面緑化を行う面積が外壁面積の10％以上 
 

⑥住宅の劣化の軽減に資する措置を講じている。 

⑦木造住宅若しくは木造建築物である 

⑧高炉セメント又はフライアッシュセメントを構造耐力上
主要な部分に使用している。 

左記の①～
⑧項目の2つ
以上に該当 

標準的な建築物と比べて、低炭素化に資する建築物として所管行政庁が認めるもの。 
左記の条件
に該当 

又は 

※項目及び要件の数については、技術や評価方法の進展を踏まえて見直しを行う。 

 低炭素化に資する措置のうち、認定に必要な審査において、明確かつ簡易に確認することが可能な項目を設定する。 

節水対策 

エネルギーマネジメント 

ヒートアイランド対策 

建築物（躯体）の低炭素化 
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対象となる措置 

標準的な建築物と比べて、低炭素化に資する建築物として所管行政庁が認めるもの。 

＜所管行政庁における環境性能に関する評価例＞ 

低炭素化に資する措置の総合的な評価 
 

良好な環境性能の確保、ライフサイクルでのCO2削減等、低炭素化に資する総合的な措置を評価対象 
    とする。 

＜評価手法としてCASBEEを採用した場合の評価例＞ 

例：CASBEEによる評価でAランク以上を取得している 
   ライフサイクルCO2の評価で☆☆☆ランク以上を取得している  など 



平成24年度補正予算案について 
（住宅・建築物省エネ改修等緊急推進事業） 



住宅・建築物ストックの省エネ改修等を促進するため、民間等が行う省エネ改修工事・バリアフリー改修工事に

対し、国が事業の実施に要する費用の一部を支援する。 

要求の内容 

Ｈ24年度補正予算：5,000 百万円 

【事業の要件】 
 

以下の要件を満たす、住宅・建築物の改修工事 

 ①躯体（壁・天井等）の省エネ改修を伴うものであること 

 ②改修前と比較して10%以上の省エネ効果が見込まれること 

【補助対象費用】 
 1) 省エネ改修工事に要する費用 
 2) エネルギー計測等に要する費用 
 3) バリアフリー改修工事に要する費用（省エネ改修工事と併せて

バリアフリー改修工事を行う場合に限る ） 

【補助率・上限】 
・補助率：1/3 （上記の改修を行う建築主等に対して、 

             国が費用の1/3を支援） 

・上限 
 ＜建築物＞ 
 5,000万円／件（設備部分は2,500万円） 
 ※ バリアフリー改修を行う場合にあっては、バリアフリー改修 
  を行う費用として2,500万円を加算 （ただし、バリアフリー改 
  修部分は省エネ改修の額以下とする。） 

＜住宅＞ 
 50万円／戸 
  ※ バリアフリー改修を行う場合にあっては、バリアフリー改修 
   を行う費用として25万円を加算 （ただし、バリアフリー改修部 
   分は省エネ改修の額以下とする。） 
 
  

＜支援対象のイメージ＞ 
○ 躯体の省エネ改修 
 ・ 天井、外壁等（断熱） 

 ・ 開口部（複層ガラス、二重サッシ等）  等  
 
○ 高効率設備への改修 
 ・ 空調、換気、給湯、照明  等 

 
○ バリアフリー改修 
 ・ 廊下等の拡幅、手すりの設置、段差の解消 等  

＜省エネ改修例＞ 

内窓 

天井・壁等の 
断熱改修工事 

窓の 
断熱改修工事 

住宅・建築物省エネ改修等緊急推進事業(平成25年1月15日閣議決定) 



平成25年度実施を予定している事業 
（環境・ストック活用推進事業） 

（注）以下、平成25年度予算成立が前提 
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平成25年度実施を予定している事業 

○ 住宅・建築物省CO2先導事業 
 
○ 住宅・建築物省エネ改修等推進事業 
 
○ 住宅のゼロ・エネルギー化推進事業 

環境・ストック活用推進事業 



ゼロ・エネルギー住宅のイメージ 

国が中小工務店等の提案を公募 （学識経験者による評価の実施） 

ゼロ・エネルギー住宅の取組みの実施 
主な補助対象：ゼロ・エネルギー住宅とすることによる掛かり増し費用相当額 等 補助率：１／２（補助限度額 １６５万円／戸） 

住宅の躯体・設備の省エネ性能の向上、再生可能エネルギーの活用等により、年間での一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロ又は概ねゼロになる住宅。 

省エネ効果

創エネ
効果

動力他

調理

給湯

冷房

暖房

削減前 削減後 太陽光発電 等

削減後の一次エネ
ルギー消費量を太
陽光発電等による
創エネにより相殺

年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

一般住宅 ゼロ・エネルギー住宅
ＨＥＭＳ 

太陽熱温水器 

高効率空調 蓄電池 

躯体の高気密化 

躯体の高断熱化 通風・換気による春・秋など 
中間期の暖冷房負荷の低減 

地中熱利用 

太陽光発電 

高効率給湯器 

冬季の日射取得 
夏季の日射遮蔽 

事業実施後に、建築したゼロ・エネルギー住宅の仕様、居住段階のエネルギー消費量等をフォローアップ・公表 

住宅のゼロ・エネルギー化推進事業 （平成24年度より実施） 

地球温暖化、民生部門のエネルギー消費量の増加に対応し、住宅の省エネ化をさらに推進す

るため、中小工務店におけるゼロ･エネルギー住宅の取組みを支援する。 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

 平成２５年度の住宅・建築物省CO2先導事業の方向性 
 

○ 街区や複数建築物におけるエネルギー利用の最適化の取り組み 

○ 非常時のエネルギー自立にも対応した取り組み（ＢＣＰ/ＬＣＰ） 

○ 被災地において省ＣＯ2の推進と震災復興に資する取り組み 

特に提案を求めたい課題 

・ パッシブ手法を積極的に取り入れた、より先進的な取り組み 

・ 省エネ改修技術の発展・省エネ改修の普及促進に資する先導的な取り組み 

・ 中小建築物や地方都市において、他のプロジェクトにも波及・普及が期待される先導的な 

  取り組み 

また、以下のような取り組みについても評価する。 
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エネルギーシステム分野にエネルギーシステム分野に
おける立場からおける立場から

省省COCO₂₂先導事業評価委員先導事業評価委員

東京工業大学特命教授東京工業大学特命教授

柏木柏木 孝夫孝夫

省省COCO₂₂先導事業の概評と今後の動向先導事業の概評と今後の動向

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

22

今回の応募について今回の応募について

応募案件（当分野）は応募案件（当分野）は22件。件。
このこの22案件を２次審査の対象としてヒアリング案件を２次審査の対象としてヒアリング
その結果、その結果、11件を採択に相応しい先導事業として選定件を採択に相応しい先導事業として選定

災害時の機能維持を重視した地域拠点病院として、災害時の機能維持を重視した地域拠点病院として、
多重防災対策と高効率エネルギー供給との両立をエ多重防災対策と高効率エネルギー供給との両立をエ
ネルギーサービス事業の手法で具体化する取り組みネルギーサービス事業の手法で具体化する取り組み
について、類似のプロジェクトへの普及に期待して評について、類似のプロジェクトへの普及に期待して評
価した。価した。

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム
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採択案件の概評採択案件の概評

災害時の機能維持を重視した地域拠点病院。災害時の機能維持を重視した地域拠点病院。

地域の基幹病院における災害時の機能維持に向け、エネル地域の基幹病院における災害時の機能維持に向け、エネル
ギー源とエネルギー設備を多重化するとともに、高効率エネルギー源とエネルギー設備を多重化するとともに、高効率エネル
ギー供給との両立を図る取り組みとしている点に先導性が認めギー供給との両立を図る取り組みとしている点に先導性が認め
られる。られる。

これらをエネルギーサービス事業によって具体化するしくみにつこれらをエネルギーサービス事業によって具体化するしくみにつ
いては、類似プロジェクトへの波及性・普及性が期待できる取りいては、類似プロジェクトへの波及性・普及性が期待できる取り
組みとして評価した。組みとして評価した。

メディカル・エコタウン構想メディカル・エコタウン構想 省省COCO22先導事業先導事業

代表提案者：代表提案者：茨城県厚生農業協同組合連合会茨城県厚生農業協同組合連合会

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

44

今後の期待今後の期待

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

複数建築物や街区全体におけるエネルギー利用の複数建築物や街区全体におけるエネルギー利用の
最適化の取り組み最適化の取り組み

小規模であっても、建物間のエネルギー融通を行う小規模であっても、建物間のエネルギー融通を行う
など、複数建物にまたがる省など、複数建物にまたがる省COCO₂₂の取り組みの取り組み

電力システム全体の効率化や非常時の電力システム全体の効率化や非常時のBCPBCP対応に対応に
貢献する取り組みや、さらなるエネルギーマネジメン貢献する取り組みや、さらなるエネルギーマネジメン
トを実施する環境配慮型まちづくりの取り組みトを実施する環境配慮型まちづくりの取り組み
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省エネ建築・設備分野に省エネ建築・設備分野に
おける立場からおける立場から

省省COCO₂₂先導事業評価委員先導事業評価委員

（独）建築研究所（独）建築研究所 理事長理事長

坂本坂本 雄三雄三

省省COCO₂₂先導事業の概評と今後の動向先導事業の概評と今後の動向

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

22

今回の応募と採択について今回の応募と採択について

応募案件応募案件((当分野当分野))はは88件件
一般部門：一般部門：55件→件→22件件を採択を採択
中小規模建築物部門：中小規模建築物部門：33件→件→11件件を採択を採択

立地環境や自然エネルギーの活用など、立地環境や自然エネルギーの活用など、地域特性を踏ま地域特性を踏ま
えた省えた省COCO₂₂技術技術に取り組む提案が多くみられた。に取り組む提案が多くみられた。

前回に引き続き、省前回に引き続き、省COCO₂₂とと防災機能の向上防災機能の向上及び及び電力の電力の
ピークカットピークカットに取り組む提案に取り組む提案が増えたが増えた。。

前回不採択となった提案で内容を練り直した複数の再応前回不採択となった提案で内容を練り直した複数の再応
募があり、採択されたものもある。募があり、採択されたものもある。

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム
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今回の応募の傾向について今回の応募の傾向について

建物の配置や平面計画など、建築計画全体を省建物の配置や平面計画など、建築計画全体を省COCO₂₂の視の視
点から掘り下げた上で、多様な省点から掘り下げた上で、多様な省COCO₂₂技術に取り組む提技術に取り組む提
案も見られた。案も見られた。

都心の大規模ビルで、多様な省都心の大規模ビルで、多様な省COCO₂₂技術を導入するなど技術を導入するなど
一定のレベルに達している提案が複数見られたが、過去一定のレベルに達している提案が複数見られたが、過去
に採択した案件と比較して新たな取り組みが見られず、先に採択した案件と比較して新たな取り組みが見られず、先
導性の観点から採択するには至らなかった。導性の観点から採択するには至らなかった。

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

44

採択案件の概評①採択案件の概評①
＜一般部門＞＜一般部門＞

中・高等学校中・高等学校

環境ポテンシャルに恵まれた立地特性を活かし、多様な省環境ポテンシャルに恵まれた立地特性を活かし、多様な省COCO₂₂
技術をバランス良く導入技術をバランス良く導入
卓越風・伏流水の活用、地中熱・井水・太陽光利用等卓越風・伏流水の活用、地中熱・井水・太陽光利用等

学校活動と連携した環境への取り組み、学術交流を通じてエコ学校活動と連携した環境への取り組み、学術交流を通じてエコ
キャンパスを世界に発信する姿勢も評価できる。キャンパスを世界に発信する姿勢も評価できる。

立命館中学校・高等学校新展開事業に伴う立命館中学校・高等学校新展開事業に伴う
長岡京新キャンパス整備工事長岡京新キャンパス整備工事

代表提案者：学校法人代表提案者：学校法人 立命館立命館

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム
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採択案件の概評②採択案件の概評②
＜一般部門＞＜一般部門＞

事務所（研究施設等併設）事務所（研究施設等併設）

既存・新規双方の建物の省既存・新規双方の建物の省COCO₂₂化を図る取り組み化を図る取り組み

既往設備ストックの活用・改良、解体木材の活用等既往設備ストックの活用・改良、解体木材の活用等

多くの訪問客が集まる情報発信拠点の機能を活かして、省多くの訪問客が集まる情報発信拠点の機能を活かして、省
COCO₂₂の多様な取り組みを啓蒙・啓発する点も評価できる。の多様な取り組みを啓蒙・啓発する点も評価できる。

ミツカングループミツカングループ 本社地区再整備プロジェクト本社地区再整備プロジェクト

代表提案者：株式会社ミツカングループ本社代表提案者：株式会社ミツカングループ本社

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

66

採択案件の概評③採択案件の概評③
＜＜中小規模建築物中小規模建築物部門＞部門＞

都心事務所ビル都心事務所ビル

建物の平面計画、断面計画の工夫と躯体から設備に至る幅広建物の平面計画、断面計画の工夫と躯体から設備に至る幅広
い省い省COCO₂₂技術技術
放射空調、タスクアンビエント照明、ペリメータアイルシステム等放射空調、タスクアンビエント照明、ペリメータアイルシステム等

11万㎡未満の規模で、太陽熱並びにコージェネ排熱と吸着式冷万㎡未満の規模で、太陽熱並びにコージェネ排熱と吸着式冷
凍機を組み合わせた熱源システム導入にチャレンジしている点凍機を組み合わせた熱源システム導入にチャレンジしている点
も評価できる。も評価できる。

ワークプレースの転換が生む環境志向オフィスワークプレースの転換が生む環境志向オフィス

代表提案者：代表提案者：日本生活協同組合連合会日本生活協同組合連合会

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム
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今後の期待今後の期待

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

省エネ改修技術の発展・省エネ改修の普及促進に資省エネ改修技術の発展・省エネ改修の普及促進に資
する先導的な取り組みする先導的な取り組み

中小建築物や地方都市において他のプロジェクトにも中小建築物や地方都市において他のプロジェクトにも
波及・普及が期待される取り組み波及・普及が期待される取り組み

被災地において省被災地において省COCO₂₂の推進と震災復興に寄与するの推進と震災復興に寄与する
取り組み取り組み

供給側と需要側の両面から最適制御を行うエネル供給側と需要側の両面から最適制御を行うエネル
ギーマネジメント、非常時のエネルギー自立にも対応しギーマネジメント、非常時のエネルギー自立にも対応し
た取り組み（た取り組み（BCPBCP／／LCPLCP））
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生産・住宅計画分野に生産・住宅計画分野に
おける立場からおける立場から

省省COCO₂₂先導事業評価先導事業評価専門専門委員委員

芝浦工業大学教授芝浦工業大学教授

秋元秋元 孝之孝之

省省COCO₂₂先導事業の概評と今後の動向先導事業の概評と今後の動向

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

22

今回の応募について今回の応募について

当分野の評価対象案件は次のとおり。当分野の評価対象案件は次のとおり。
・共同住宅－・共同住宅－33件件
・戸建住宅－・戸建住宅－1919件件

省省COCO₂₂への取り組みが進んでいない低層賃貸住宅やへの取り組みが進んでいない低層賃貸住宅や
共同住宅の改修プロジェクトに関して、意欲的な提案共同住宅の改修プロジェクトに関して、意欲的な提案
があった。があった。

一定の省エネ性能を有する住宅の提案に加え、街区一定の省エネ性能を有する住宅の提案に加え、街区
としての省エネを目指した提案が多く寄せられた。としての省エネを目指した提案が多く寄せられた。

一方、地域特性の活用、まちづくり、波及・普及の観一方、地域特性の活用、まちづくり、波及・普及の観
点で、より一歩踏み込んだ工夫に乏しく、先導的との点で、より一歩踏み込んだ工夫に乏しく、先導的との
評価に至らなかった提案が多かった点が残念である。評価に至らなかった提案が多かった点が残念である。

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム
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新築新築--22件件((共同住宅、戸建住宅）、共同住宅、戸建住宅）、改修改修--22件件((共同住宅）共同住宅）
マネジメントマネジメント--22件（戸建住宅）の件（戸建住宅）の計計66件件を選定を選定

新築新築 低層賃貸住宅、地域工務店による地域と連携した低層賃貸住宅、地域工務店による地域と連携した
新規住宅地開発の提案を評価した。新規住宅地開発の提案を評価した。

改修改修 共同住宅の省エネ改修に対し、ビジネスモデルとし共同住宅の省エネ改修に対し、ビジネスモデルとし
ての展開も視野に入れたプロジェクトを、評価した。ての展開も視野に入れたプロジェクトを、評価した。

マネジメントマネジメント パッシブコンサルティングの提案、複数の住パッシブコンサルティングの提案、複数の住
宅メーカーが共通仕様の宅メーカーが共通仕様のHEMSHEMSを面的に導入するマネジを面的に導入するマネジ
メント事業の提案について、評価した。メント事業の提案について、評価した。

今回の選定について今回の選定について

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

44

採択案件の概評①採択案件の概評①

省省COCO₂₂への取り組みがまだまだ遅れている低層賃貸住宅で積への取り組みがまだまだ遅れている低層賃貸住宅で積
極的な省極的な省COCO₂₂実現を目指す点を評価し、低層賃貸住宅分野で実現を目指す点を評価し、低層賃貸住宅分野で
の取り組みの波及、普及に期待した。の取り組みの波及、普及に期待した。

本プロジェクトの実施によるデータに基づいて、入居者やオー本プロジェクトの実施によるデータに基づいて、入居者やオー
ナーのメリット、事業採算性等についての検証に期待する。ナーのメリット、事業採算性等についての検証に期待する。

太陽をフル活用した次世代低層賃貸住宅の普及太陽をフル活用した次世代低層賃貸住宅の普及

代表提案者：大和ハウス工業株式会社代表提案者：大和ハウス工業株式会社

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム
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採択案件の概評②採択案件の概評②

なかなか実施が進まない既存共同住宅の省エネ改修に対し、なかなか実施が進まない既存共同住宅の省エネ改修に対し、
断熱、設備、スマート化を組み合わせたビジネスモデルとして断熱、設備、スマート化を組み合わせたビジネスモデルとして
の展開を目指す点を先導的と評価した。の展開を目指す点を先導的と評価した。

本プロジェクトの実施による効果等を検証し、さらなる波及、普本プロジェクトの実施による効果等を検証し、さらなる波及、普
及につながることに期待する。及につながることに期待する。

高経年既存低層共同住宅の総合高経年既存低層共同住宅の総合
省省COCO22改修プロジェクト改修プロジェクト

代表提案者：株式会社長谷工リフォーム代表提案者：株式会社長谷工リフォーム

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

66

採択案件の概評③採択案件の概評③

住民の費用負担が課題となる既存共同住宅の省エネ改修に住民の費用負担が課題となる既存共同住宅の省エネ改修に
対して、対して、ESCOESCOスキームを活用したビジネスモデルの展開を目スキームを活用したビジネスモデルの展開を目
指す点を先導的と評価した。指す点を先導的と評価した。

本プロジェクトの実施による検証結果を踏まえ、類似施設への本プロジェクトの実施による検証結果を踏まえ、類似施設への
波及、普及に期待する。波及、普及に期待する。

ESCOESCO方式を活用した既築集合住宅（中央熱源型）方式を活用した既築集合住宅（中央熱源型）
省エネ・省省エネ・省COCO22改修事業改修事業

代表提案者：株式会社エネルギーアドバンス代表提案者：株式会社エネルギーアドバンス

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム



77

採択案件の概評④採択案件の概評④

地域工務店による新規住宅地開発において、バランスよい省地域工務店による新規住宅地開発において、バランスよい省
COCO22手法を採用するともに、地元行政、地場産業との連携によ手法を採用するともに、地元行政、地場産業との連携によ
る取り組みであり、地域への波及、普及につながることに期待る取り組みであり、地域への波及、普及につながることに期待
し、地方プロジェクトして評価した。し、地方プロジェクトして評価した。

““桜源郷桜源郷””羽黒駅前プロジェクト羽黒駅前プロジェクト

代表提案者：株式会社にのみや工務店代表提案者：株式会社にのみや工務店

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

88

採択案件の概評採択案件の概評⑤⑤

パッシブ技術の活用について、デザインとしての実現から入居パッシブ技術の活用について、デザインとしての実現から入居
後のサポートまでを行う取り組みについて、エネルギーマネジ後のサポートまでを行う取り組みについて、エネルギーマネジ
メントとしての波及、普及に期待して、評価した。メントとしての波及、普及に期待して、評価した。

本プロジェクトの実施による効果検証に期待する。本プロジェクトの実施による効果検証に期待する。

～省～省COCO22・パッシブコンサルティング～・パッシブコンサルティング～
省エネの省エネの““コツコツ””（（COCO22）プロジェクト）プロジェクト

代表提案者：ミサワホーム株式会社代表提案者：ミサワホーム株式会社

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム



99

採択案件の概評⑥採択案件の概評⑥

大規模分譲地開発での一体的なマネジメントで課題となりうる大規模分譲地開発での一体的なマネジメントで課題となりうる
システムの共通化に複数の関係者が取り組み、大規模にマネシステムの共通化に複数の関係者が取り組み、大規模にマネ
ジメント事業を展開する点を評価した。ジメント事業を展開する点を評価した。

住宅メーカーを横断したマネジメントの検証に期待する。住宅メーカーを横断したマネジメントの検証に期待する。

スマートプロジェクト２４０スマートプロジェクト２４０ 三田ゆりのき台三田ゆりのき台

代表提案者：積水ハウス株式会社代表提案者：積水ハウス株式会社

＜概評＞＜概評＞

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

1010

今後の期待今後の期待

2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省CO₂シンポジウム

取り組みの遅れている既存住宅取り組みの遅れている既存住宅の改修によるの改修による
省省COCO22促進促進

パッシブ設計・技術を積極的に取り入れた先導的パッシブ設計・技術を積極的に取り入れた先導的
な取り組みな取り組み

まちづくりとして幅広い取り組みなどを盛り込んだまちづくりとして幅広い取り組みなどを盛り込んだ
積極的な提案積極的な提案



ＮＯ 1

部門 新築 建物種別 建築物（非住宅・一般部門）

建物名称 総合病院土浦協同病院 所在地 茨城県土浦市

用途 病院、その他 延床面積 82,700 ㎡

設計者 施工者 未定

事業期間 平成24年度～平成26年度

参考図

概評

地域の基幹病院における災害時の機能維持に向け、エネルギー源とエネルギー設備を多重化するととも
に、高効率エネルギー供給との両立を図る取り組みとしている点に先導性が認められる。また、これらをエ
ネルギーサービス事業によって具体化するしくみについては、類似プロジェクトへの波及性・普及性が期
待できる取り組みとして評価した。

メディカル・エコタウン構想　省CO2先導事業
茨城県厚生農業協同組合連合会

日本ファシリティ・ソリューション株式会社

提案
概要

医療機能の充実と豊かな自然との共生を意図し、甚大な災害の来襲時でも医療拠点としての機能維持を
備えるMCP（Medical Continuity Plan:医療継続計画）を実現するとともに、設計・施工から運用・波及段階
を通して、多様な省CO2手法を導入することで、「MCP」と「省CO2」の両立を実現する震災後の病院での
リーディングモデルを目指す。

事業
概要

株式会社　梓設計

図２　システムフロー概略図

  



ＮＯ 2

部門 新築 建物種別 建築物（非住宅・一般部門）

建物名称 立命館中学校・高等学校 所在地 京都府長岡京市

用途 学校 延床面積 38,715 ㎡

設計者 施工者 鹿島建設株式会社　関西支店

事業期間 平成24年度～平成26年度

参考図

概評

周辺生態系や地域資源など環境ポテンシャルに恵まれた立地特性を活かし、建物配置計画、躯体の省エ
ネルギー化、自然エネルギー利用など多様な省CO2技術をバランス良く導入しており、類似建物への波
及・普及につながる点を評価した。学校活動と連携した環境への取り組みや、学術交流を通じてエコキャ
ンパスを世界に発信する姿勢も評価できる。

立命館中学校・高等学校新展開事業に伴う
長岡京新キャンパス整備工事

学校法人　立命館

提案
概要

「地域性を活かした計画」「自然エネルギー利用」「ピークカットに寄与する電力デマンド低減」「災害時の地
域貢献と省エネの両立」「学校活動と連携動した環境への取組み」の5つの柱を軸に、省CO2に向け建築・
設備技術が融合した、新しいエコスクールの実現を目指す。

事業
概要

鹿島建設株式会社　一級建築士事務所



ＮＯ 3

部門 新築 建物種別 建築物（非住宅・一般部門）

建物名称 ミツカン新企業情報発信施設　他 所在地 愛知県半田市

用途 事務所、工場 延床面積 22,970 ㎡

設計者 施工者 未定

事業期間 平成24年度～平成27年度

参考図

概評

自然環境に恵まれた地域環境を活かしながら、既往設備ストックの活用・改良と解体木材の活用等によ
り、既存・新規双方の建物の省CO2化を図る取り組みには先進性があり、類似プロジェクトへの波及・普及
につながる点を評価した。多くの訪問客が集まる情報発信拠点の機能を活かして、省CO2の多様な取り組
みを啓蒙・啓発する点も評価できる。

ミツカングループ　本社地区再整備プロジェクト 株式会社ミツカングループ本社

提案
概要

本社地区の施設再整備計画において４施設を同時進行で改修、改築、新築する。環境を軸とした「風」、
「光」、「水」、「土」、「人」のテーマ毎にそれぞれの建物が特徴ある省CO2技術を導入し、建物間でのエネ
ルギーのやり取り、情報の集約・発信などの役割を分担すること等、そのメリットを最大限に活かす。

事業
概要

㈱ＮＴＴファシリティーズ/株式会社石本建築事務所

 

「風」 
半田運河の河川冷却風 

夏期や中間期の卓越風は、南北に流れる

運河に乗って河川冷却風となる。 

この半田の風を、各施設それぞれに有効

な自然通風システムにより活用し、空調

負荷を削減する 

「光」 
豊富な太陽エネルギー 

全国的にも上位にランクされ

る豊富な日照時間、日射量を

持つ太陽光を、発電や集熱温

水パネルなどのエネルギー源

として活用すると共に、昼光

源として積極的に室内に導

き、合わせて最適な光環境を

保つための新しい明るさ感を

ベースとした先進制御を導入

「水」 
既存井戸水の有効活用 

酢製造用としての役割を終えて今後使

用されなくなる既存井戸水を、高効率空

調システムのための熱源水として、また

再生水として有効活用する 

「土」 
地中熱利用アースピット 

免震ピット層を外気取り入れ

ルートに機能付加し、年間を

通じて安定的な地中温度を外

気の予冷・予熱に利用する 

「人」 
ミツカンと地域のつながり

エネルギーの見える化によっ

て、働く人や観光で訪れる来

訪者などの省 CO２意識を高

める 

① 本社棟（改修）

② 新研究棟（新築） 

④ 新中間実験棟

（新築） 

③ 新企業情報発信施設（新築） 

【地域環境ポテンシャルと省 CO２技術】 

「人」 
ミツカンと地域のつながり

「土」 
地中熱利用アースピット

「光」 
豊富な太陽エネルギー 

「水」 
既存井戸水の有効活用

「風」 
半田運河の河川冷却風

太陽光 

パネル 

太陽光 

パネル 

太陽温熱水 

パネル 

井戸 

第二工場跡地

旧萬三敷地 

半田運河 

半田運河風景 全体配置図

 
本社棟 

新研究棟 

新中間 

実験棟 

新企業情報 

発信施設 



ＮＯ 4

部門 新築 建物種別 建築物（非住宅・中小規模建築物部門）

建物名称 （仮称）第二プラザビル 所在地 東京都渋谷区

用途 事務所 延床面積 7,450 ㎡

設計者 施工者 未定

事業期間 平成24年度～平成26年度

参考図

概評

都心の中規模ビルにおいて、建物の平面計画、断面計画を工夫するとともに、躯体から設備に至る幅広
い省CO2技術に取り組んでおり、数多くの中小事務所ビルへの波及・普及につながる点を評価した。1万
㎡未満の規模で、太陽熱並びにコージェネ排熱と吸着式冷凍機を組み合わせた熱源システム導入にチャ
レンジしている点も評価できる。

ワークプレースの転換が生む環境志向オフィス 日本生活協同組合連合会

提案
概要

外部環境との緩衝空間の形成、リバーススラブを生かした放射空調、タスクアンビエント照明などの環境
志向技術を融合することにより、その効果を最大限に高め、「働きやすさ（安全性、快適性、BCP）」と「環境
への優しさ（省CO2化、持続性）」を高次元に両立する「次世代環境志向オフィスの創生」を目指す。

事業
概要

株式会社日建設計



ＮＯ 5

部門 新築 建物種別 建築物（共同住宅）

建物名称 所在地 未定

用途 住宅 延床面積 1,178 ㎡

設計者 施工者 大和ハウス工業株式会社　大阪中央支店

事業期間 平成24年度～平成25年度

参考図

概評
省CO2への取り組みがまだまだ遅れている低層賃貸住宅で積極的な省CO2実現を目指す点を評価し、
低層賃貸住宅分野での取り組みの波及、普及に期待した。また、本プロジェクトの実施によるデータに基
づいて、入居者やオーナーのメリット、事業採算性等についての検証に期待する。

太陽をフル活用した次世代低層賃貸住宅の普及 大和ハウス工業株式会社

提案
概要

低層賃貸住宅において、太陽光発電、太陽熱等の活用により大幅な省CO2を実現するとともに、HEMS
の導入によるエネルギーの見える化によって入居者の省CO2行動の誘発を図る。入居者メリットとオー
ナーメリットの創出による次世代賃貸住宅の普及を目指す。

事業
概要

未定

大和ハウス工業株式会社　大阪中央支店

 

太陽光発電システム 

(各戸連携又は共用部連携) 

ソーラーシステム 

(一部建物に搭載) 

断熱性の向上 

(断熱等級 4) 

遮熱スクリーン 

通風の配慮 

エコキュート 

(一部ソーラーシステム対応) 

HEMS による見える化 

LED 照明(屋内) 

EV 充電設備用空配管敷設 

LED 照明(屋外) 

保水性舗装 

(打ち水効果) 

積極的な緑化 

自動灌水システム

雨水タンク 

(自動灌水対応) 

 太陽光発電

入居者 オーナー 

発電売電益 光熱費削減

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ｾｷｭﾘﾃｨ等のｲﾝﾌﾗ整備 

太陽光発電による利益分配



ＮＯ 6

部門 改修 建物種別 建築物（共同住宅）

建物名称 所在地 東京都多摩市

用途 住宅 延床面積 36,463 ㎡

設計者 施工者 ㈱長谷工リフォーム

事業期間 平成24年度～平成25年度

参考図

概評
なかなか実施が進まない既存共同住宅の省エネ改修に対し、断熱、設備、スマート化を組み合わせたビ
ジネスモデルとしての展開を目指す点を先導的と評価した。本プロジェクトの実施による効果等を検証し、
さらなる波及、普及につながることに期待する。

高経年既存低層共同住宅の総合省CO2改修プロジェクト
株式会社長谷工リフォーム

エステート鶴牧４・５住宅管理組合

提案
概要

居住者が住みながら、外断熱改修（外皮性能の向上）、スマート化改修（スマートメーター導入、高圧一括
受電導入等）と設備の高効率化改修を同時に行うことにより、建物の延命化と価値創出を図る。また、今
回のプロジェクトを「総合省CO2改修」のプロトタイプと捉え、ビジネスモデルを強化し同タイプの共同住宅
への展開を目指す。

事業
概要

エステート鶴牧4・5住宅

㈱長谷工リフォーム　一級建築士事務所

電力会社 専有部

専有部

専有部

専有部

専有部

専有部

長谷工
アネシス

共用部
自家用受変電

（キュービクル）

スマート
メーター

各住戸での「見える化」

電力会社 専有部

専有部

専有部

専有部

専有部

専有部

長谷工
アネシス

共用部
自家用受変電

（キュービクル）

スマート
メーター

各住戸での「見える化」

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ及び高圧一括受電概念図

高経年既存低層共同住宅の総合省 CO2 改修メニュー 

 
 

■外断熱改修 

・外壁外断熱改修 

・屋根外断熱改修 

・後付け樹脂内窓改修 

■設備の高効率化改修 

・共用照明の LED 化 

・高効率給湯器への更新 

展開の方向（案） 

■スマート化改修 

・スマートメーターによる見える

化システム 

・高圧一括受電導入 

・幹線改修による専用部契約

電力容量増強 

・HEMS､MEMS 導入（予定） 

・太陽光発電、蓄電池設置（予定） 
■他の改修技術 

（省エネ改修以外の改修メニュー

も必要に応じ実施する） 

本プロジェクトでの導入技術 
■外断熱改修 

・外壁外断熱改修 

・屋根外断熱改修 

・後付け樹脂内窓改修 

■設備の高効率化改修 

・共用部照明 LED 化等 

 

■スマート化改修 

・スマートメーターによる見

える化システム 

・高圧一括受電導入 

・幹線改修による専用部

の契約電力容量増強 

■技術開発 

・外断熱施工ﾏﾆｭｱﾙ作

成、標準化等 

・実測ﾃﾞｰﾀ収集、分析 

・ｽﾏｰﾄ化メニュー拡大 

■営業対象の拡大 

・鶴牧の周辺団地 

・公社公団系同ﾀｲﾌﾟ 

・分譲、賃貸両方 
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部門 改修 建物種別 建築物（共同住宅）

建物名称 インペリアル浜田山 所在地 東京都杉並区

用途 住宅 延床面積 5,987 ㎡

設計者 施工者 株式会社キャプティ

事業期間 平成24年度～平成24年度

参考図

概評
住民の費用負担が課題となる既存共同住宅の省エネ改修に対して、ESCOスキームを活用したビジネス
モデルの展開を目指す点を先導的と評価した。本プロジェクトの実施による検証結果を踏まえ、類似施設
への波及、普及に期待する。

ESCO方式を活用した既築集合住宅（中央熱源型）
省エネ・省CO2改修事業

株式会社エネルギーアドバンス
インペリアル浜田山管理組合

東京ガス株式会社

提案
概要

中央熱源を有する集合住宅の特性を捉え、熱源改修、コージェネレーションと太陽光発電の導入によるデ
マンド抑制と災害時の電源供給、HEMSによるエネルギー使用の見える化とエネルギーマネジメント等を
組み合わせた省CO2改修を行う。ESCOスキームを活用することで、既築集合住宅における新たなエネル
ギーサービス事業を構築する。

事業
概要

株式会社エネルギーアドバンス

集合住宅の省ＣＯ2改修
ビジネスモデル展開

ESCOスキームによるビジネスモデル化と

他の集合住宅への展開

環境に優しくスマートな生活提案

クラウドによるエネルギーの遠隔監視、

エネルギーマネジメントによる平準化

停電時電力供給（自立）による

安心・安全なエネルギーシステム

(3) 再生可能エネルギーの導入

• 太陽光発電パネルの新設

(1) 建物断熱性能の向上

• 共用部の二重サッシ設置

• 屋上への断熱塗料塗布

構内ネットワーク

(5) HEMSによるエネルギーの見える化
とエネルギーマネジメント

• クラウドを活用したHEMS（グリーンモニター）による

エネルギー使用状況の見える化

• メール、携帯電話を活用した情報提供

• ランキングや過去比率比較による省エネ意識の向上

インターネット

クラウドサービス

（グリーンモニター）

• エネルギーの見える化、
情報発信

• エネルギーマネジメント
• エネルギー機器の遠

隔監視 等

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾒｰﾙ

見える化ｲﾒｰｼﾞ

ﾗﾝｷﾝｸﾞ表示

(4) 高効率機器の導入・更新

・ コージェネレーションシステムの導入

総合効率の高いCGS（ジェネライト）導入

デマンド抑制負荷平準化に貢献

停電時での電力供給

・ 冷温水1次・2次ポンプのインバータ化

・ 共用部FCUの間欠運転（パッシブ空調）

・ HEATSの更新による省エネ

・ EVスタンドの新設

(2) 建築物の性能向上

• 光ダクト新設による昼光利用

集合住宅の省ＣＯ2改修
ビジネスモデル展開

ESCOスキームによるビジネスモデル化と

他の集合住宅への展開

環境に優しくスマートな生活提案

クラウドによるエネルギーの遠隔監視、

エネルギーマネジメントによる平準化

停電時電力供給（自立）による

安心・安全なエネルギーシステム

(3) 再生可能エネルギーの導入

• 太陽光発電パネルの新設

(1) 建物断熱性能の向上

• 共用部の二重サッシ設置

• 屋上への断熱塗料塗布

構内ネットワーク

(5) HEMSによるエネルギーの見える化
とエネルギーマネジメント

• クラウドを活用したHEMS（グリーンモニター）による

エネルギー使用状況の見える化

• メール、携帯電話を活用した情報提供

• ランキングや過去比率比較による省エネ意識の向上

インターネット

クラウドサービス

（グリーンモニター）

• エネルギーの見える化、
情報発信

• エネルギーマネジメント
• エネルギー機器の遠

隔監視 等

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾒｰﾙ

見える化ｲﾒｰｼﾞ

ﾗﾝｷﾝｸﾞ表示

(4) 高効率機器の導入・更新

・ コージェネレーションシステムの導入

総合効率の高いCGS（ジェネライト）導入

デマンド抑制負荷平準化に貢献

停電時での電力供給

・ 冷温水1次・2次ポンプのインバータ化

・ 共用部FCUの間欠運転（パッシブ空調）

・ HEATSの更新による省エネ

・ EVスタンドの新設

集合住宅の省ＣＯ2改修
ビジネスモデル展開

ESCOスキームによるビジネスモデル化と

他の集合住宅への展開

環境に優しくスマートな生活提案

クラウドによるエネルギーの遠隔監視、

エネルギーマネジメントによる平準化

停電時電力供給（自立）による

安心・安全なエネルギーシステム

集合住宅の省ＣＯ2改修
ビジネスモデル展開

ESCOスキームによるビジネスモデル化と

他の集合住宅への展開

環境に優しくスマートな生活提案

クラウドによるエネルギーの遠隔監視、

エネルギーマネジメントによる平準化

停電時電力供給（自立）による

安心・安全なエネルギーシステム

(3) 再生可能エネルギーの導入

• 太陽光発電パネルの新設

(3) 再生可能エネルギーの導入

• 太陽光発電パネルの新設

(1) 建物断熱性能の向上

• 共用部の二重サッシ設置

• 屋上への断熱塗料塗布

(1) 建物断熱性能の向上

• 共用部の二重サッシ設置

• 屋上への断熱塗料塗布

構内ネットワーク

(5) HEMSによるエネルギーの見える化
とエネルギーマネジメント

• クラウドを活用したHEMS（グリーンモニター）による

エネルギー使用状況の見える化

• メール、携帯電話を活用した情報提供

• ランキングや過去比率比較による省エネ意識の向上

(5) HEMSによるエネルギーの見える化
とエネルギーマネジメント

• クラウドを活用したHEMS（グリーンモニター）による

エネルギー使用状況の見える化

• メール、携帯電話を活用した情報提供

• ランキングや過去比率比較による省エネ意識の向上

インターネット

クラウドサービス

（グリーンモニター）

• エネルギーの見える化、
情報発信

• エネルギーマネジメント
• エネルギー機器の遠

隔監視 等

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾒｰﾙ

見える化ｲﾒｰｼﾞ

ﾗﾝｷﾝｸﾞ表示

(4) 高効率機器の導入・更新

・ コージェネレーションシステムの導入

総合効率の高いCGS（ジェネライト）導入

デマンド抑制負荷平準化に貢献

停電時での電力供給

・ 冷温水1次・2次ポンプのインバータ化

・ 共用部FCUの間欠運転（パッシブ空調）

・ HEATSの更新による省エネ

・ EVスタンドの新設

(4) 高効率機器の導入・更新

・ コージェネレーションシステムの導入

総合効率の高いCGS（ジェネライト）導入

デマンド抑制負荷平準化に貢献

停電時での電力供給

・ 冷温水1次・2次ポンプのインバータ化

・ 共用部FCUの間欠運転（パッシブ空調）

・ HEATSの更新による省エネ

・ EVスタンドの新設

(2) 建築物の性能向上

• 光ダクト新設による昼光利用

(2) 建築物の性能向上

• 光ダクト新設による昼光利用
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部門 新築 建物種別 建築物（戸建住宅）

建物名称 所在地 茨城県桜川市

用途 住宅 延床面積 75～150 ㎡

設計者 施工者 未定

事業期間 平成24年度～平成26年度

参考図

概評
地域工務店による新規住宅地開発において、バランスよい省CO2手法を採用するともに、地元行政、地場
産業との連携による取り組みであり、地域への波及、普及につながることに期待し、地方プロジェクトして
評価した。

“桜源郷”羽黒駅前プロジェクト 株式会社にのみや工務店

提案
概要

桜川市の掲げる景観街づくりに基づいた景観への配慮、パッシブ設計に配慮した配置計画、防災に配慮
したまちづくりにおいて、高断熱、高効率設備に加え、木屑乾燥、県産材の活用による建設時の省CO2や
太陽光・太陽熱利用などによる住宅の省CO2を図る。

事業
概要

FPの家

にのみや工務店

住宅の全体像

プロジェクト全体像



ＮＯ 9

部門 マネジメント 建物種別 建築物（戸建住宅）

建物名称 所在地 －

用途 住宅 延床面積 － ㎡

設計者 施工者 －

事業期間 平成24年度～平成26年度

参考図

概評
パッシブ技術の活用について、デザインとしての実現から入居後のサポートまでを行う取り組みについて、
エネルギーマネジメントとしての波及、普及に期待して、評価した。本プロジェクトの実施による効果検証に
期待する。

～省CO2・パッシブコンサルティング～
省エネの“コツ”（CO2）プロジェクト

ミサワホーム株式会社

提案
概要

建築地の検討段階から入居後のサポートまで、太陽光や風などを有効活用するパッシブデザインの反映
と、実践サポートを加えた「パッシブコンサルティング」により、長期にわたり省CO2を維持できる住宅の展
開を目指す。

事業
概要

－

－

ホームページ特設サイト画面例

夏の微気候デザイン

冬の微気候デザイン

建築地の検討段階から入居後のサポートまで、
一連の「パッシブコンサルティング」を実施します。

・住環境シミュレーション
・ＥＣＯエネシミュレーション

・一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費削減率100％以上の住まい
・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝに基づく微気候設計

・太陽と風のスマートガイド
・パッシブライフガイドの配信

・省ＣＯ２モデルサイトのオープン化

パッシブデザインの反映

パッシブの実践サポート

パッシブの意識付け ＨＰ特設サイトの公開

パッシブコンサルティング

①【検討段階】

②【設計段階】

③【居住段階】

④【普及・波及】

明日は、いい風が入るから
クーラー要らないみたい！

このエリアで、今月は
光熱費が５千円なんだ。
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部門 マネジメント 建物種別 建築物（戸建住宅）

建物名称 戸建住宅 所在地 兵庫県三田市

用途 住宅 延床面積 28,800 ㎡

設計者 － 施工者 －

事業期間 平成25年度～平成27年度

参考図

概評
大規模分譲地開発での一体的なマネジメントで課題となりうるシステムの共通化に複数の関係者が取り
組み、大規模にマネジメント事業を展開する点を評価した。住宅メーカーを横断したマネジメントの検証に
期待する。

スマートプロジェクト２４０　三田ゆりのき台

積水ハウス株式会社、国土建設
スウェーデンハウス、住友林業

セキスイハイム近畿、大和ハウス工業
パナホーム、ミサワホーム近畿

提案
概要

新規住宅地開発に関わる複数の住宅メーカーが共通仕様のHEMS機器を導入し、住宅メーカー間のシス
テム違いなどによる影響を受けることなく、街全体の省CO2マネジメント事業を実施する。住宅メーカーを
横断して家全体および家電機器の電力使用量データを収集し、見える化ときめ細かい省CO2アドバイスを
実践することで、本格的なアドバイスシステムを構築する。

事業
概要

■プロジェクト全体

入居者さま 社会

（補助事業者）8社
（国土建設、ｽｳｪｰﾃﾞﾝﾊｳｽ、
住友林業、ｾｷｽｲﾊｲﾑ近畿、
積水ﾊｳｽ、大和ﾊｳｽ工業、
ﾊﾟﾅﾎｰﾑ、ﾐｻﾜﾎ－ﾑ近畿）

全体の運営・ＨＥＭＳの設置
入居者（検討層含む）への説明フォロー

ＨＥＭＳﾒｰｶｰ

かんでんＣＳフォーラム 関西電力

デ
ー
タ
自
動
送
信

（Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
経
由
）

・サイト製作・運営や省エネアドバイスシステムの開発・運営

・入
居
者
へ
の
継
続
的
な
説
明
フ
ォ
ロ
ー

・結
果
の
発
表

・取
り
組
み
の
水
平
展
開

毎
月
省
Ｃ
Ｏ
２
ア
ド
バ
イ
ス
を
実
施
（メ
ー
ル
）

見
え
る
化
含
め
継
続
的
な
活
動
を

誘
引
す
る
サ
イ
ト
運
営

・適度に分類されたご家庭の
ﾗﾝｷﾝｸﾞや診断用ﾛｼﾞｯｸの提供など

入居者さま 社会

（補助事業者）8社
（国土建設、ｽｳｪｰﾃﾞﾝﾊｳｽ、
住友林業、ｾｷｽｲﾊｲﾑ近畿、
積水ﾊｳｽ、大和ﾊｳｽ工業、
ﾊﾟﾅﾎｰﾑ、ﾐｻﾜﾎ－ﾑ近畿）

全体の運営・ＨＥＭＳの設置
入居者（検討層含む）への説明フォロー

ＨＥＭＳﾒｰｶｰ

かんでんＣＳフォーラム 関西電力

デ
ー
タ
自
動
送
信

（Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
経
由
）

・サイト製作・運営や省エネアドバイスシステムの開発・運営

・入
居
者
へ
の
継
続
的
な
説
明
フ
ォ
ロ
ー

・結
果
の
発
表

・取
り
組
み
の
水
平
展
開

毎
月
省
Ｃ
Ｏ
２
ア
ド
バ
イ
ス
を
実
施
（メ
ー
ル
）

見
え
る
化
含
め
継
続
的
な
活
動
を

誘
引
す
る
サ
イ
ト
運
営

・適度に分類されたご家庭の
ﾗﾝｷﾝｸﾞや診断用ﾛｼﾞｯｸの提供など

■省CO2アドバイスシステム構成図



 

省ＣＯ２先導事業（旧称：省ＣＯ２推進モデル事業） 

完 了 事 例 の 概 要 

 
 
 

1 京橋二丁目 １６地区計画 

  清水建設株式会社 

2 加賀屋省CO２化ホスピタリティマネジメント創生事業 

   株式会社加賀屋 

3 （仮称）明治安田生命新東陽町ビル省 CO2 推進事業 

 明治安田生命保険相互会社 

4 （仮称）東五反田地区（Ｂ地区）省 CO2 推進事業 

 東洋製罐株式会社 

5 東京電機大学 東京千住キャンパス建設を端緒とする省 CO2 エコキャンパス推進計画 

 学校法人東京電機大学 

6 （仮称）京都水族館計画 

  オリックス不動産株式会社 

7 分譲マンションにおける「省CO2 化プロトタイプ集合住宅」の提案 

   三井不動産レジデンシャル株式会社 

8 クールスポット（エコボイド）を活用した低炭素生活「デキル化」賃貸集合住宅プロジェクト 

 中央不動産株式会社 

9 分譲マンション事業における「省 CO２サスティナブルモデル」の提案 

 株式会社大京 大阪支店 
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部門 新築 建物種別 建築物（非住宅）

建物名称 所在地 東京都中央区

用途 延床面積 51,365 ㎡

設計者 清水建設(株)一級建築士事務所 施工者 清水建設(株)

事業期間 平成21年度～平成23年度

参考図

概評

最先端の省エネ･省ＣＯ2・環境技術を導入し、ＣＯ2の５０％削減を実現しようとする意欲的な計画であ
る。構造PCユニットを日射遮蔽装置や太陽光パネルとして使用し、また、自然光を最大限に利用する
新照明システム、デシカント放射空調システム、省エネ運転ナビ等様々な先端技術を導入している。
ゼネコン本社ビルの性格上、省ＣＯ2技術を導入しやすい側面はあるが、ＣＯ2排出の半減に向けて最
先端の省ＣＯ2技術を建築物と一体化して導入している点は評価できる。外装窓面に装着する薄膜型
と多結晶型２種の太陽光発電の組み合わせも新規性がある。

京橋二丁目　１６地区計画 清水建設株式会社

事業
概要

提案
概要

東京中心に計画する本社ビルで、最先端の省エネ・省CO2・環境技術を結集し、未来志向の超環境型
オフィスを創出する計画である。先導的省CO2技術としては、新しいRC超高層オフィスの開発、太陽光
を最大限に活用した照明システムの開発、日本の気候・風土に適した放射空調システムの開発、中
央監視による最適運転制御の開発を目指している。

（仮称）清水建設(株)新本社プロジェクﾄ

事務所
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部門 マネジメント 建物種別 建築物（非住宅・一般部門）

建物名称 所在地 石川県七尾市

用途 ホテル 延床面積 71,787 ㎡

設計者 株式会社トリリオン 施工者 株式会社エオネックス

事業期間 平成22年度～平成24年度

参考図

加賀屋省CO2化ホスピタリティマネジメント創生事業 株式会社　加賀屋

提案
概要

本プロジェクトが温泉旅館の省CO2化の先導モデルとなり、省CO2化マネジメント技術の導入と実
証を行い、その成果を全国の温泉旅館、そして海外からのインバウンド観光客に提供することによ
り、全国更には世界に向けて省CO2化を推進する。

事業
概要

加賀屋本館、加賀屋姉妹館あえの風

概評

エネルギーを多消費している温泉旅館における省CO2マネジメントの導入は、少ない費用で大き
な省CO2効果が得られる可能性が大であり、その検証を行う試みには先導性がある。
今回の取り組みに基づいて作成する温泉事業者向けの省エネルギーガイドラインの活用により、
同業他社への波及が期待できる。

ハハーードド対対策策  そそのの11  

加賀屋本館とあえの風にＢＥＭＳを設置し、省ＣＯ２化に

関係するエネルギーの動きを「見える化」する 

ソソフフトト対対策策  そそのの１１  

削減された燃料コストの一部を原資に「加賀屋環境基

金」を創設し、地域のCO２排出削減の取り組みを支援

する

温温泉泉事事業業者者向向けけ省省エエネネルルギギーーガガイイドドラライインンのの作作成成  
今回の取り組みを基に、省エネ設備の実装等のハード対策の標準化と、地域貢献をはじめと
するソフト対策の事例を取り纏め、今後全国の温浴施設が省エネ対策に取り組むための教科
書（ガイドライン）を作成し、実績報告書と共に国土交通省に提出する 

ソソフフトト対対策策  そそのの２２  （（ホホススピピタタリリテティィ対対策策））  
サービスの質を低下させる事なく省エネを実施する為
の様々な対策実行や、宿泊客向けの省CO２に関する
普及啓発のアナウンス等、省ＣＯ２化に対応した「おもて
なし」を実行する 

ハハーードド対対策策  そそのの22  

ＢＥＭＳのデータを解析し、効率的なボイラー制御等が

できるシステムの詳細設計を実施する 

ハハーードド対対策策  そそのの33  
詳細設計の結果に基づく設備の更新と改善を行う 
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部門 新築 建物種別 建築物（非住宅）

建物名称 所在地 東京都江東区

用途 事務所/集会所/ホテル 延床面積 95,881 ㎡

設計者 株式会社竹中工務店 施工者 株式会社竹中工務店

事業期間 平成21年度～平成23年度

参考図

概評

連続するスキップフロアで構成するメガスパイラルオフィスとし、スロープによる移動を誘発することで
エレベータ利用等を抑制する工夫や、フロア周囲のボイド、ライトウェルによる自然エネルギーの活用
など、建築計画的な工夫には新規性が見られる。併せて、輻射併用空調や在室検知による照明・空
調システムを導入し、快適性を確保しつつ環境選択可能なオフィス空間を創出している点も注目され
る。このように、中高層のオフィスビルにおいて、建築計画的な工夫に基づいて知的生産性の向上と
省CO₂との調和を図るモデルを指向する点は高く評価できる。運用後の検証と関連データの公表を要
望したい。

（仮称）明治安田生命新東陽町ビル
省CO₂推進事業

明治安田生命保険相互会社

事業
概要

提案
概要

本建築計画の最大の特徴は、中層建物の内部に配された大規模なボイドと、ボイドを中心に1/4フロ
アずつスキップしながらスパイラル状に連続する「メガスパイラルオフィス」である。本建物は、建築・設
備計画の融合を図った環境装置として徹底した省CO₂を図ると共に、自然との｢交感｣によって感性が
豊かになった働く人々のコミュニケーションの活性化･プロダクティビティの向上を実現する。このプロ
ジェクトは自然と一体化することで省CO₂を推進し、都心では出来ない新たなる近都心型のオフィスの
典型として普及していくべき雛形を提示する。

（仮称）明治安田生命新東陽町ビル

ライトウェル側面のスクリーンにて
下層階まで自然光を導入

＜スパイラル・ボイド、コミュニティ・ボイド＞
大小吹抜を自然換気のﾙｰﾄとして使用
(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと自然との交感を促進)

大屋根にて雨水を集水し
トイレの洗浄水として使用

外構緑化･既存樹木の移設

駐車場には透水性舗装を採用ヒートアイランド防止に貢献

吹抜部は半屋外(熱的ﾊﾞｯﾌｧ)
と位置づけ空調負荷低減

吹抜上部から温度差換気にて熱気を排気

高効率熱源･蓄熱ｼｽﾃﾑ･ﾌﾘｰｸｰﾘﾝｸﾞ
大温度差送水･変流量

深い庇とLow-Eｶﾞﾗｽによる
外皮負荷低減とﾍﾟﾘﾒｰﾀﾚｽ

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ対応の輻射併用空調ｼｽﾃﾑ
ﾗｲﾄﾋﾞｽﾞに対応する照明制御ｼｽﾃﾑ
在室検知による空調･照明制御

BEMS導入

ﾗｲﾄｳｪﾙ

自然換気口
(中央監視より遠隔制御)

働く人々が開放可能な
外部ﾊﾞﾙｺﾆｰと一体化したｵﾌｨｽ
(働く人々の判断で自然換気)

屋上に太陽光発電パネルを設置 ＜コミュニティ･ボイド＞
ソーラーチムニーから
温度差換気にて排気を促進

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ給湯ｼｽﾃﾑ

屋上緑化

吹抜上部のルーバーにて直射日射を遮蔽

【先導的な省CO2技術のﾀﾞｲｱｸﾞﾗﾑ】

【高機能ファサード】

バルコニー

ｵﾌｨｽ空調機
(ｻｲﾄﾌﾟﾚﾌｧﾌﾞ化)

東西コア配置
・外皮負荷ﾐﾆﾏﾑ化
・近隣への視線抑制

南北の深い庇･自然換気口
・自然換気による省CO2
・外皮負荷ﾐﾆﾏﾑ化
・近隣への視線抑制

スパイラル・ボイド
ボイドによる自然利用の最大化
・自然光の導入
・換気塔として自然換気促進

コミュニティ・ボイド

連続するスキップフロア
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活性化
・ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨ向上

NN

遮光･反射スクリーン
ﾗｲﾄｳｪﾙ
(屋外)

ファサードに
空調機を設置

メガスパイラルオフィス（連続するスキップフロア）
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部門 新築 建物種別 建築物（非住宅）

建物名称 所在地 東京都品川区

用途 事務所/物販店/飲食店 延床面積 72,500 ㎡

設計者 施工者 株式会社　竹中工務店

事業期間 平成21年度～平成23年度

参考図

（仮称）東五反田地区（Ｂ地区）省CO₂推進事業 東洋製罐株式会社

事業
概要

提案
概要

都心の工場跡地にテナントビルを建設する本事業では、企画段階から｢環境技術の形象化｣をコンセ
プトとし、省CO₂ノウハウを活用展開する。「事業者」としてのハードのみならず、「運用者」としての役割
を含め超高層における次世代サステナブルオフィスの実現を目指す。

（仮称）東五反田地区（B地区）開発計画

株式会社　竹中工務店東京一級
建築士事務所

概評

テナント対策が課題であるオフィスビルにおいて、省CO₂実現に向けたテナント協働体制を構築し、全
員参加型のテナントオフィスビルとする点は評価できる。テナントの光熱費を従量制とすることや省エ
ネ推進のインセンティブとして、ポイント付与や表彰等のしくみを計画している点も評価できる。省エネ
建築として手堅い技術を積み重ねて配置するとともに、大きな空地を確保し、積極的な緑化に取り組
むことで、クールスポットの形成を目指している点は評価でき、その効果の有効性に関する検証も期
待したい。

テナント参加型エネルギーマネジメントシステム

Firewall

ビルサービスサーバ
（見せる化・制御システム）

各テナント・ＬＡＮ 各テナントLＡＮ

廃棄物計量管理
システム

中央監視
システム

廃棄物計量管理サーバ

Firewall

会議室予約システム

BEMS装置

LCDLCD

監視用PC照明制御盤

ＰＣＰＣＰＣ

人感センサー

照度センサー

温度センサー

照明１００％ 照明１００％

ＰＣ ＰＣＰＣ

照明２５％

最低風量（温度成行）
（アンビエントモード）

設定温度２７℃

照明５０％ 照明５０％

設定温度２８℃

テナント別のCO2削減量の見せる化
エネルギー使用量・ゴミ廃棄量の見せる化
空調・照明環境設定・ポイントラリー
空調連動会議室予約

Firewall

ビルサービスサーバ
（見せる化・制御システム）

各テナント・ＬＡＮ 各テナントLＡＮ

廃棄物計量管理
システム

中央監視
システム

廃棄物計量管理サーバ

Firewall

会議室予約システム

BEMS装置

LCDLCDLCDLCDLCDLCD

監視用PC照明制御盤

ＰＣＰＣＰＣ

人感センサー

照度センサー

温度センサー

照明１００％ 照明１００％

ＰＣ ＰＣＰＣ

照明２５％

最低風量（温度成行）
（アンビエントモード）

設定温度２７℃

照明５０％ 照明５０％

設定温度２８℃

テナント別のCO2削減量の見せる化
エネルギー使用量・ゴミ廃棄量の見せる化
空調・照明環境設定・ポイントラリー
空調連動会議室予約

エントランスホール
（パッシブリズミング空調）

ホワイエ

電気室

石目地床吹出

駐車場
駐車場

外気取入

給気塔

エントランスホール
余剰排気

廊下
冷却水受水槽

⑤ウォーターチューブ

熱溜り排気ファン

排気塔

熱溜り

ＭＲ

空調機

④自然換気
　（中間期）

④自然換気
　（中間期）

③光ダクト

①落葉樹による

夏期日射遮蔽

②クールスポット・

風の道の創出

エントランスホール
（パッシブリズミング空調）

ホワイエ

電気室

石目地床吹出

駐車場
駐車場

外気取入

給気塔

エントランスホール
余剰排気

廊下
冷却水受水槽

⑤ウォーターチューブ

熱溜り排気ファン

排気塔

熱溜り

ＭＲ

空調機

④自然換気
　（中間期）

④自然換気
　（中間期）

③光ダクト

①落葉樹による

夏期日射遮蔽

②クールスポット・

風の道の創出

South Terrace 
配置図・1階平面図 

North Forest 

West   
Plaza 

文化情報発信施設 

クールスポット・風の道の創出とパッシブ型エントランス
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部門 新築 建物種別 建築物（非住宅）

建物名称 所在地 東京都足立区

用途 事務所/学校/集会所 延床面積 72,600 ㎡

設計者 施工者 （未定）

事業期間 平成21年度～平成23年度

参考図

概評

大学キャンパスに様々な先進的省CO₂技術を網羅的に導入した意欲的なプロジェクトである。特に、換
気量の多さを利用したエアーフローウインドウ、連結縦型蓄熱槽と高効率熱源システム、土曜・休日に
おける蓄熱単独運転など、ハード面ではその新規性が顕著である。併せて、大学特有の室使用状況
や在室人員の不規則性に配慮し、例えば、教室内に温度ムラを作りだし、省エネに寄与する人間行動
を誘発することを意図した空調制御などソフト面での工夫も興味深い。更に、学生・管理者・地域など
への見える化による省CO₂の啓発や教育プログラムとの連携などの工夫もみられる。多くの斬新な試
みが管理運営面で計画どおりの実効性が確保されるかの課題はあるが、社会実験としての側面もあ
り、ここで得られる諸データの公表を要望したい。

東京電機大学　東京千住キャンパス建設を
端緒とする省CO₂エコキャンパス推進計画

学校法人　東京電機大学

事業
概要

提案
概要

千代田区神田を拠点とするキャンパスの教育機能移転プロジェクト。開かれた大学として、地域に開
かれた3つの広場と、大きく4棟の建物から構成され、北千住駅前至近の都市型キャンパスとして省
CO₂推進を図ると共に、将来の環境・情報技術者を育てる理工系大学および地域・社会のコミュニティ
の場として、見える化を通じ省CO₂･環境配慮の情報発信・啓発の拠点とする。災害時には、省CO₂設
備を防災拠点の設備として活用する計画である。

東京電機大学　東京千住キャンパス

株式会社槇綜合計画事務所
株式会社日建設計

▽RF

▽2F

▽5F

▽4F

▽3F

▽2F

▽1F

▽10F

▽9F

▽8F

▽7F

▽6F

▽3F

▽2F

▽1F

▽5F

▽4F

▽3F

▽2F

▽1F

▽10F

▽9F

▽8F

▽7F

▽6F

▽M2F

熱源機械室

Ⅲ　　街　　区　（W棟） Ⅳ　　街　　区　（N棟+厚生棟）Ⅱ　　街　　区　（S棟+厚生棟）区画街路
12号線

教員個室
▽14F

▽6F

ホール

Ｗ棟（研究・教員室） Ｓ棟（化学系研究教員室） Ｎ棟（教室）厚生棟（食堂・売店）

教室

太陽光発電電力の直流送
電

冷温水大温度差利用

氷蓄熱

エアフローウインドウ
自動制御ブラインド

低温冷水を利用した
変動微風空調

カリキュラム
在室状況による
照明制御
照度による
調光制御

どこでも
みえる化

高い緑化率による
緑の拠点・

風の流れ形成

屋上緑化
屋上庭園

ＦＣＵでの教員個室への
フレキシブルな対応

各階分散ポンプシステム

・便所洗浄水
・植栽散水

雨水利用

R

市民への
環境教育の場

どこでも
みえる化

どこでも
みえる化

どこでも
みえる化

ＣＴ

R

ＶＡＶＡＨＵ

屋上緑化
屋上庭園

ＶＡＶＡＨＵ

在室人数による
導入外気量制御

AHU

AHU

AHU

デジタルサイネージによる
「省CO2どこでも見える化」

ＡＨＵ

ＡＨＵ

FCU

FCU

冷凍機排熱による
低温温水暖房

▽5F

ピロティ

連
結
縦
型
蓄
熱
槽

HP

地中熱ヒートポンプによる
ピロティの床冷暖房

既存トレンチを
利用した外気冷房

高効率
ターボ冷凍機

氷蓄熱を利用した
低温冷水での潜顕
熱分離空調による
日中のCOP向上

▽1F

▽4F

製氷用
冷凍機キ

ュ
ー
ブ
ア
イ
ス
・
ス
ラ
リ
ー
蓄
熱
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部門 新築 建物種別 建築物（非住宅）

建物名称 所在地 京都府京都市

用途 集会所 延床面積 12,000 ㎡

設計者 施工者 （未定）

事業期間 平成21年度～平成23年度

参考図

概評

多数の集客があり、体験教育的機能も有する水族館を環境パビリオン化し、水族館ならではの様々な
省CO₂技術を導入した意欲的提案として評価する。自然光利用などのパッシブ技術や、高効率チラー
と組み合わせたイルカプールの蓄熱利用、太陽光発電などのアクティブ技術など、実効性の高い省
CO₂技術を導入している。また、建築計画以外の工夫でも、人工海水製造等による海水輸送エネル
ギーの削減など、新たな技術にも取り組んでいる。省CO₂技術や効果の見える化による啓蒙・啓発が
提案されており、環境モデル都市である京都市との連携を図り、大規模集客施設から省エネ・省CO₂
に関する多様な情報発信が行われることに期待する。

（仮称）京都水族館計画 オリックス不動産株式会社

事業
概要

提案
概要

京都市下京区の梅小路公園の一部等を借地して、民間が行う水族館建設プロジェクト。
環境教育の訴求効果の高い施設用途をベースに、ハード面においては人工海水システムなど、最新
の水処理技術を採用することによる実効性の高い省CO₂技術の採用、ソフト面では体験学習や環境
教育プログラムの展開を図る。さらに、京都市と連携しつつ、環境モデル都市京都市にふさわしい「環
境パビリオン」としての施設を目指す。

（仮称）京都水族館

株式会社東洋設計事務所　大成建設
株式会社　設計共同企業体
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部門 新築 建物種別 住宅

建物名称 所在地 東京都世田谷区

用途 集合住宅 延床面積 3,999 ㎡　（住宅43戸）

設計者 施工者 （未定）

事業期間 平成21年度～平成23年度

参考図

概評
手堅い省エネ技術を積み重ねているとともに、エネルギー使用状況の見える化を図り、さらにWebの
活用等によって居住者の多様な省CO₂活動を誘発させ、このプロジェクトを契機として省CO₂の普及、
波及に繋げようとする試みを評価した。今後、さらなる広範な普及がなされることを期待したい。

分譲マンションにおける
「省CO₂化プロトタイプ集合住宅」の提案

三井不動産レジデンシャル株式会社

事業
概要

提案
概要

多様な省エネ技術・省エネ設計を標準化するとともに、居住者の省CO₂意識の向上を促すインセンティ
ブなどの取り組みを行うことで、トータルの省CO₂化を図るプロジェクト。このプロジェクトをプロトタイプ
と位置づけ、物件特性によらない省CO₂化マンションとして、今後の水平展開を目指す。

（仮称）世田谷区中町三丁目計画

株式会社日建ハウジングシステム
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部門 新築 建物種別 住宅(共同住宅）

建物名称 所在地 東京都世田谷区

用途 共同住宅 延床面積 10,411 ㎡

設計者 清水建設株式会社一級建築士事務所 施工者 清水建設株式会社　東京支店

事業期間 平成22年度～平成24年度

参考図

クールスポット（エコボイド）を活用した低炭素生活
「デキル化」賃貸集合住宅プロジェクト

中央不動産株式会社

提案
概要

ボイド空間による自然風利用や太陽光発電などを行い、また省CO2の「見える化」から一歩進んだ「出来
る化」に向けてワークショップや見学会等による省CO2活動を推進する。さらにエコギャラリー等の施設
よって環境教育を促すことにより、子供たちへの早期からの環境意識の定着や、高い省CO2意識を持つ
人材の養成を目指す。

事業
概要

(仮称)NKDプロジェクト

概評
賃貸住宅において、太陽光発電、高効率型の給湯・照明、緑化や通風配慮など多彩な省CO2技術を導
入しており、他の賃貸住宅への普及・波及が期待できる。ワークショップやWeb等を用いて居住者や地域
住民に省CO2活動を促すとともに、効果測定に協同で取り組む点も評価できる。

●エコルーフ 

●エコファサード 

●エコパーク ●エコボイド 

●エコステーション
 

太陽光発電 

屋上菜園（断熱効果） 

・エコキュート 

・通風性向上窓 

・グリーンウォール 

・ウッドデッキ 

 

・ハイブリッド発電外灯

・「見える化」電子掲示板

・保水性塗装 

・打水散水 

・雨水利用 

・豊富な樹木 

・子育て支援施設 

・ハイブリッド発電外灯 

・エコライブラリー 

・エコギャラリー 

・集会室 

・全熱交換機＋クールチューブ

・太陽光発電 

・屋上菜園 

 

エコキュート 

・ペアガラス 

・庇 

・緑のスダレフック 

・グリーンウォール 

緑のスダレ 

エコキュート室外機 

の冷排熱による冷気 

 

劣化対策等級３確保

クールチューブ 

・エコパーク   

・ワークショップ   
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部門 新築 建物種別 住宅(共同住宅）

建物名称 所在地 兵庫県西宮市

用途 共同住宅 延床面積 4,478 ㎡

設計者 株式会社日建ハウジングシステム 施工者 未定

事業期間 平成22年度～平成23年度

参考図

事業
概要

(仮称)LM西宮苦楽園計画

概評

通風、日除け等のパッシブ対策、太陽光発電等のアクティブ対策、Webを活用した見える化やポイント制
度など、実用性の高い省CO2技術をバランス良く導入しており、普及・波及効果が期待できる。夏場に吹
く地域特有の風に配慮するとともに、敷地の適切な温熱環境の確保に向けた取り組みを行っている点も
評価できる。

分譲マンション事業における
「省CO2サスティナブルモデル」の提案

株式会社大京　大阪支店

提案
概要

地域の風土を考慮した建物緑化やパッシブデザイン、次世代基準の断熱性能や太陽光発電等によるエ
ネルギーデザイン、エネルギーの見える化による省CO2意識の向上により、LCCO2全般においての省
CO2を目指す。居住者や市民に対して省CO2意識の向上を促し、これを牽引役に他のエリア・プロジェク
トへの展開を目指す。


